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昨今、住宅リフォームに関する悪質商法などがマスコ

ミ報道に大きく取り上げられ、高齢者の消費者トラブル

が社会問題となっています。 

このような高齢者の消費者トラブルの未然防止のため

には、若年層と異なり2つの視点が必要です。第1は、従

来通り高齢者に対して出前講座などを行い、高齢者ご自

身に問題意識を高めていただくことです。第2は、高齢

者のまわりの方々に対して情報提供を行い、高齢者のく

らしの中の変化に気づいていただき、トラブルを発見し

たときには適切な機関へつなぐ等、社会全体で見守るこ

とです。 

ここでは第2の視点にたち、中でも高齢者にとって身

近な存在である、民生委員とヘルパー、ケアマネジャー

を対象として「高齢者の消費者トラブル見守りガイドブッ

ク」を作成しました。本誌は、「見守りガイドブック」を利

用して啓発活動を行う講師向けの指導書として位置づけ

られるものです。 

近年、全国各地で内閣府が実施する消費者問題出前

講座（民生委員やヘルパー等を対象に、公民館や集会所

等の施設に専門家を派遣）や、地方自治体が実施する出

前講座、地域住民による学習会などが盛んに行われてい

ます。 

本誌では、主に出前講座の場で「見守りガイドブック」

を活用した講座を成功させるための情報を盛り込みまし

た。「見守りガイドブック」および同講師用マニュアルを

通して、高齢者1人ひとりが大切な財産を奪われること

なく、心豊かに安心して暮らせる社会の実現に役立てば

幸いです。 

 
本誌では、民生委員・児童委員を民生委員、訪問介護員をヘルパー、介護支

援専門員をケアマネジャーと表記します。 

はじめに  
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（出所）国民生活センター 消費生活データベース　2006年2月現在 

■図1－1　高齢者相談の年度別件数（割合）の推移 
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（出所）国民生活センター「消費生活年報」2005年より作成 

■表1－1 高齢者相談の商品・サービス別件数 
 （2004年度・上位15位）　 

順位 件数 割合（％） 商品・サービス別 

1 17,250 14.0電話情報サービス 

2 11,969 9.7オンライン等関連サービス全般 

3 6,115 5.0ふとん類 

4 4,882 4.0健康食品 

5 4,451 3.6サラ金・フリーローン 

6 3,859 3.1商品一般 

7 3,208 2.6浄水器 

8 2,948 2.4家庭用電気治療器具 

9 2,778 2.3電話関連サービス 

10 2,315 1.9修理サービス 

11 2,198 1.8新聞 

12 2,184 1.8オンライン情報サービス 

13 2,002 1.6商品相場 

14 1,952 1.6屋根工事 

15 1,851 1.5建物清掃サービス 

（注）件数および割合は相談総数123,006件（2005年5月末現在）として計算 
契約当事者が70歳以上 

（注）契約当事者が70歳以上 
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高齢者の消費者トラブルの 
現状と特徴 

 
1 増加を続ける高齢者の消費者相談 

近年、全国の消費生活センターに寄せられる消費者

相談の件数は急増し、2004年度には191万3千件（2006

年2月現在）となりました。また、高齢化の進行とともに、

高齢者が契約当事者となる消費者相談も年々増加を続け、

2004年度には12万件を越える相談が寄せられていま

す（図1－1）。最近の高齢者相談のおよそ4分の1は、80

歳以上の高齢者が契約当事者となっています。高齢者

相談の場合、家族や介護者、近隣の人など、契約当事者

である高齢者を取り巻く周囲の人々が相談を寄せるケー

スが多くみられます。 

　　 
2 高齢者の消費者相談の特徴 

高齢者の消費者相談を商品・サービス別にみると（表

1－1）、最も多いのは架空請求・不当請求に関する電話

情報サービス、オンライン等関連サービス全般で、次い

で、ふとん類、健康食品、サラ金・フリーローンとなっ

ています。他の世代に比べると、高齢者は健康への不安

が高いこと、また住まいが老朽化している場合が多い

ことから、健康関連商品（健康食品、浄水器、家庭用電

気治療器具など）や住宅関連サービス（修理サービス、

屋根工事、建物清掃サービスなど）に関する相談の割合

が高くなっています。一方、一定の蓄えをもっている高

齢者が、商品先物取引や外国為替証拠金取引などの販

売勧誘のターゲットにされることも多く、商品相場に

関する相談も多数寄せられています。高齢者の消費者

相談の3分の1以上は、訪問販売によるものです。 

43336
（7.9） 

56915
（8.7） 

56915
（8.7） 

98383
（6.6） 

128645
（6.7） 



（注）65歳以上の高齢者1,047人を対象にヒアリング調査を実施。そのうち被
害にあったと回答した男性24名、女性52名の複数回答による。 

（出所）（財）消費者教育支援センター「高齢者に対する消費者教育の展開」（2005）
P.14

■図1－2　消費者被害にあった高齢者の相談先 
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3 高齢者の消費者トラブルへの対応 

高齢者の消費者相談が増加するなか、2005年の調査 

によれば、高齢者の3分の2が電話勧誘販売や家庭訪問

販売、点検商法など、消費者被害に結びつきやすい商法

の「勧誘を受けたことがある」と答えています。しかし

ながら、「被害にあった経験がある」と答えた高齢者は

1割未満にとどまっています。この結果の背景には、消

費者被害を自覚していない高齢者が少なからずいるこ

とが考えられます。また、実際に被害にあった経験をも

つ高齢者に、その時どこに（誰に）相談したかを尋ねた

ところ、男性の約3割、女性の半数近くが「どこにも（誰

にも）相談していない」と回答しています（図1－2）。

このように高齢者の消費者被害は、自覚されないまま、

誰にも相談されないまま深刻化していく可能性があり

ます。したがって、高齢者被害の未然防止や問題への適

切な対応のためには、高齢者を取り巻く人々の協力や

サポートが不可欠となります。 

高齢者にとって最も身近な人といえば、子どもやそ

の家族ということになりますが、最近では、一人暮らし

や夫婦のみで暮らす高齢者が増えているため、地域の人々

の協力なしには、高齢者のくらしの安全を守ることは

できません。とくに一人暮らしや介護を要する高齢者

に定期的に接触している民生委員やヘルパーなどの福

祉サービス関係者には、日々のかかわりのなかで、高齢

者のくらしの中の変化に「気づく」ことが期待されてい

ます。 

高齢者を取り巻くさまざまな立場の人々が、高齢者

の消費者トラブルの実態について理解を深め、互いに

協力し合い、情報を交換し合うことによって、高齢者を

消費者トラブルから守ることができるような、地域の

人と関係者のネットワークづくりが、いま求められて

います。 

男性 

女性 

本教材の特徴は、民生委員、ヘルパー、ケアマネジャー

の方々が普段の活動の中で、高齢者の消費者トラブル

に気づきいた時、消費生活センターへつないでいただ

けるよう、トラブルの「気づき」の場面を事例としてイ

ラストで表現したところにあります。消費者トラブル

に気づいた時、どのように声をかけたらよいのか、その

一例をイラストで示すことによって、高齢者の見守り

を具体的にイメージできるよう配慮しています。 

事例は、民生委員編3パターン（事例①～③）、ヘルパー

編3パターン（事例④～⑥）を用意しました。詳細は次

の通りです。 

また、事例は高齢者の被害者意識によって、次のよう

なパターン分類をしています。 

次ページ以降、教材各ページの補足説明や指導上の

留意点など、教材を活用していただくために必要な情

報をお伝えします。 

 

■表2－2　トラブル事例のパターン別整理 

トラブルにあっていない 事例4

トラブルに 
あっている 

被害者意識がある 事例2 
事例6

被害者意識がない 

事例3 
事例5認知症である 

認知症でない 事例1

※最終相談先は消費生活センターに設定しています 

■表2－1　トラブル事例と解決方法 

タイトル トラブル事例 
解決方法 

消費生活センターへの 
ルート 

見慣れない人物が 
出入りしていると 
通報を受けて 
 
ふれあい・ 
いきいきサロン 
での会話から 
 
玄関先に 
大きな 
段ボール箱が 
 
訪問販売の 
業者がやってきて 
 
 
新しい 
高級羽毛布団を 
見つけて 
 
お金に困っている 
様子が見られて 

屋根 
改修工事 

 
 

SF商法 
（磁気マットレス） 

 
 

訪問販売 
（多機能掃除機） 

 
 

点検商法 
（浄水器） 

 
 

訪問販売 
（高級羽毛布団） 

 
 

商品先物 

ご本人から電話 
 
 
 
民生委員が 
付き添って来訪 
 
 
家族に連絡 
　→家族から電話 
 
 
なし 
（被害にあっていない） 
 
 
事業者 
　→ケアマネジャー 
　　→家族から電話 
 
事業者 
　→ケアマネジャーが 
　　付き添って来訪 

1

2

3

4

5

6

事
例

 
登場 
人物 

民
生
委
員

 

ヘ
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ページのねらい／高齢者の消費者トラブルが年々増加するなかで、その未然防止や被害の拡大を防ぐためには、

周囲の人々の見守りが必要となっています。最近では、一人暮らしや夫婦のみで暮らす高齢者が増えているこ

とから、これまでのように、子ども家族が高齢者を見守ることは難しくなっています。 

　そこで、民生委員やヘルパー、ケアマネジャーの方々が、高齢者の日々のくらしの変化に気づき、地域の人々

と協力し合って高齢者の消費者トラブルの防止につとめることが大切であることを導入部で呼びかけています。 

指導上の留意点 
高齢化の進行に伴い、十分な判断能力をも

たない高齢者や悩みを相談する家族のいな

い高齢者が増えています。そこで、日ごろ高

齢者に接する機会をもつ民生委員やヘルパー、

ケアマネジャーの方々には、高齢者の消費者

トラブルの発見に結びつくような「気づき」や

消費生活センターへの橋渡しの役割が求めら

れています。一方、問題解決そのものについ

ては、専門機関に任せることが大切であるこ

とを認識していただく必要があります。 

は じ め に 

わが国では5人に１人、約2500万人が65歳以上の高齢
者です。 
わが国の高齢化は、他の国々に比べ、高齢化の進行が速

いこと、人口に占める高齢者の割合が高いこと、とくに後期

高齢者（75歳以上の高齢者）の割合が高いことが特徴です。

1950年には5％にすぎなかった高齢化率（総人口に占め

る65歳以上人口の割合）が、2005年8月現在20.0％に

達しています。また、このうちの45.0％が後期高齢者です。 

2

ヘルパー 
ヘルパー（訪問介護員）とは、心身に障害のある方や高齢

者などの家庭を訪問して、介護や家事援助をする人のこと

です。介護保険法第7条第6項では、訪問介護サービスを提

供できる人を「介護福祉士その他政令に定めるもの」として

おり、ヘルパーはその総称です。 

1

そして、そのうち1000万人以上の方がお一人もしくは
高齢者同士でお住まいになっています。 
2004年の国民生活基礎調査によれば、高齢者のいる世

帯のうちの20.9％が「単独世帯」、29.4％が「夫婦のみの

世帯」で、高齢者の半数近くが高齢者のみで暮らしているこ

とがわかります。これに対し、「親と未婚の子のみの世帯」は

16.4％、「三世代世帯」は21.9％、「その他の世帯」は

11.4％となっています。 

3

中でも、民生委員やヘルパー、ケアマネジャーの方々は
高齢者にとって身近で心強い味方です。 
2005年に(財)消費者教育支援センターが実施した高齢

者調査によれば、高齢者の4割以上が、日ごろ民生委員や福祉

サービス関係者との接触があると答えています。とくに、後期

高齢者では半数近くの人が、一人暮らしの高齢者では56.1

％の人が民生委員や福祉サービス関係者と接触しています。 

7

民生委員 
民生委員は、民生委員法第1条で「社会奉仕の精神をもっ

て、常に住民の立場に立って相談に応じ、及び必要な援助を

行い、もって社会福祉の増進に勤める」ことを目的に、市町

村に配置されています。また、民生委員は、児童福祉法第

12条の定めにより児童委員を兼務しています。 

8

全国の消費生活センター（消費生活相談
窓口）には、毎日高齢者を狙った消費者ト
ラブルの相談が数多く寄せられています。 

（      5ページ参照）。 

4

ご家族やまわりの方々に日頃から高齢者の様子を気にか
けていただき、地域の諸機関と連携して高齢者を見守る
ことが必要です。 
高齢者の消費者トラブルを未然に防止するためには、高

齢者一人ひとりの心身や生活の状態に応じて、ご家族はもち

ろんのこと、自治会や福祉サービス関係者、警察や弁護士会

などの被害救済に関わる機関、金融機関、ＮＰＯなどが、消費

生活センターと協力関係のもとでネットワークを整えること

が大切です。 

6
その数は年々増加し、高額な被害の相談も相
次いでいます。 
最近、高齢者のみの世帯や、認知症の高齢者

などが悪質なリフォーム業者の被害にあうケー

スが増えており、次々販売などによって被害額が

大きくなっています。また、高齢者世帯は平均で

2,000万円を超える貯蓄をもっていることから、

商品相場に関するトラブルに巻き込まれることも

多く、被害額が高額に及ぶ場合がみられます。 

5
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ページのねらい／高齢者の消費者トラブルには、「だまされたことに気づきにくい」、「被害にあっても誰にも相

談しない」という2つの大きな特徴があります。悪質業者はこの点につけ込んだ販売方法をとることが多く、ま

わりの方々に見守りをお願いする大きな理由となっています。 

本ページでは、次ページ以降の事例紹介に先立ち、高齢者の消費者トラブルの特徴をふまえて、高齢者と接す

る機会の多い民生委員やヘルパー、ケアマネジャーの方々に対し、見守りの協力をお願いしています。 

悪 質 業 者 は 高 齢 を 者 

狙 っ て い ま す ！ 

指導上の留意点 
「なぜ高齢者は悪質商法にあいや

すいのか？」という心理的な側面を

理解することが重要です。言葉で説

明するだけでなく、裏表紙の心理チェッ

クを実施した後に本ページの説明を

すると理解の手助けとなるでしょう。 

高齢者だけでなく、誰もがだまされ

やすい（あくまで業者が上手）ので

恥ずかしくはないことを強調し、そ

のため高齢者にとって身近な民生委

員やヘルパー、ケアマネジャーに見

守りの役割が期待されているのだと

伝えましょう。 

「私はだまされたことがない」と言う方も、話をして
いくと・・・ 
2005年に（財）消費者教育支援センターが実施し

た高齢者調査によれば、問題商法や詐欺に関する名称

はほとんどの高齢者が知っており、67.6%が勧誘経験

をもっていました。しかし、実際に被害にあったと回答

した高齢者は全体のわずか7.3％でした。 

一方、高齢者との会話では、「うちは、このあいだ訪

問してきた業者に点検をしてもらって、床下換気扇もつ

けているから湿気対策も大丈夫。」といったように、本

人はだまされたことに気づかず契約している場合もあり

ます。現在報告されている消費者トラブル以上に、問題

が広がっている可能性があります。 

1

また、悪質業者の中には・・・ 
特徴1の販売目的を隠して高齢者にやさしく接

する販売業者とは対照的に、販売目的を明確にし、

高齢者の不安をあおって契約させる業者も存在

します。高齢者の健康不安は大きく、「腰が軽く

なる」「病気が治る」といった巧みなセールストー

クに、思いがけず高額の商品を買ってしまったと

いう方も少なくありません。また、買った商品を

ヘルパー等に見つからないよう、押し入れにしま

うように指導する業者もいるようです。 

5

被害にあったことを恥ずかしく思い・・・ 
豊田商事事件の時、被害高齢者が「欲ぼけ」

だと言われたことがありました。そんな社会の

風潮を反映してか、実際被害にあった方は自ら

を責める傾向にあるようです。特に高齢者の場

合、家族に知られて子どもから咎められること

を恐れたり、払えない金額ではないから問題を

大きくしたくないと思う方もいらっしゃいます。 

4

悪質業者は優しい言葉で近寄ってきて・・・ 
昭和50年代後半に金の現物まがい商法で

話題となった豊田商事事件では、一人暮らしの

高齢者がターゲットでした。そのときセールス

マンは、「おばあちゃん」といって孫のように親

しく話しかけ、肩もみ、庭掃除、添い寝までし

たそうです。あれから30年近い年月が経っても、

孤独な高齢者のこころの隙間につけこむこのよ

うな販売方法は存在し続けています。 

2
被害にあったと自覚している方でも・・・ 
高齢者調査（2005年）によれば、「被害にあっ

た」と回答した高齢者（全体の7.3％）のうち、

男性29.2％、女性48.1％が「誰にも相談し

なかった」と答えています（　  6ページ参照）。

この他に特徴1のだまされたことに気づいてい

ないケースを加味すると、相当数の高齢者の

消費者トラブルが潜在していると考えられます。 

3
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ページのねらい／民生委員、ヘルパーの普段の活動シーンで見られる、高齢者の見守りの事例を取り上げまし

た。事例①～③は民生委員、事例④～⑥はヘルパーを主人公としています。問題に気づいた時、どのように声を

かけたらよいのか、イラストの中のコメントに注目してください。また、「気づきと対応のポイント」では、見守り

活動に関する補足説明が書かれています。 

指導上の留意点 
民生委員の職務の一つに、住民の生活状態

の把握があります。把握された情報は守秘義務

によって守られます。 

地域住民からの情報は非常に重要です。日

頃から情報が入ってくるように、自治会など地

域全体で高齢者の消費者トラブルについて意

識を高めていくように協力を求めましょう。 

また、この事例のように高齢者ご本人に被害

の意識がない場合、あくまでもご本人の意思を

尊重します。悪質な業者から契約させられてい

ると判断できる場合には、ご本人に気づいてい

ただくために慎重に言葉を選ぶ必要があります。 

指導上の留意点 
民生委員が消費生活センターから

情報収集する方法について、具体的に

示しましょう。例えば、地域で発行して

いる広報誌、ホームページの情報等、

実物を提示すると効果的です。消費生

活センターからも常に民生委員にとっ

て有益な情報を積極的に発信してい

ることをＰＲするとよいでしょう。 

また、教材14ページの相談便利メ

モを参照し、一人で不安に思う高齢者

の対応方法について理解していただ

きましょう。 

問 題 の 発 見 対 応 と 

事 例 1・ 事 例 2

高田さんの家に作業服の人が出入りしているけど、 
どうしたのかしら？ 
民生委員は大都市の場合220～440世帯ごとに1人、

人口10万人未満の市の場合120～280世帯ごとに1人

を基準に、全国に配置されています。民生委員は広く社会

の実情に通じ、社会福祉の増進に熱意のある住民が地域か

ら選ばれ、住民の立場で相談に応じたり、住民が尊厳をもっ

てその人らしい自立した生活ができるように支援を行った

りしています。高齢者の見守りの場合にも、地域住民からの

声が貴重な情報源となっています。　  41ページ参照 

1

その業者は信用できますか？ 
民生委員はこれまで築いてきた信頼関係を

大切に、高齢者の意思を尊重しながらゆっくり

話を聞くことが大切です。頭から否定をするの

ではなく、一緒に考えましょう、というスタンス

で話しを進めていくと、ご自身で問題に気づく

こともあります。 

2

本当に必要だったのか、本当に支払いができる
のか、ご本人の意思を尊重しながら再考を勧める
ことも大切です。 
ご本人が納得して契約している場合、まずは意思

を尊重することが大切です。ただし、「急がないと

あぶない」「地震が来るから」となど高齢者を不安

に感じさせたり、「今だけ」「あなただけ」といった

特別感をあおるセールストークで契約しているよう

な場合、信用できる業者かどうか、もう一度冷静に

なって考えられるように助言することも必要です。 

3

ふれあい・いきいきサロン 
一人暮らしで日頃から家に閉じこもりがちな方、人と

の会話がなく地域の中で孤立している方が、地域のご

く身近な場所で気軽に集まり、住民が主体となって仲

間づくりを行うことを目的とした各地の社会福祉協議

会が推進する活動です。高齢者だけでなく、子どもや

地域住民との交流の場でもあり、お花見やカラオケな

ど地域ごとに特色ある活動が行われています。 

1

一人で相談に行くのは不安だとおっしゃるので、
私が付き添って消費生活センターへ行きました。 
解約したいと思っても、はじめて消費生活センター

に相談する場合は、高齢者に限らず不安に思う

のも無理はありません。そこで、少しでも相談し

やすくするため、相談便利メモを付けました

（ 20ページ参照）。高齢者と一緒にメモ用紙

に書き込み、事前に状況を整理した後で、消費

生活センターに付き添うとよいでしょう。 

3

事例① 見慣れない人物が、 
 出入りしていると通報を受けて… 

事例② ふれあい・いきいきサロンでの 
 会話から… 

民生委員の仕事内容は41ページ参照 

 

最近、4丁目の角で人が集まっているけど
何かしら？ 
ふれあいいきいきサロンに限らず、民生

委員は地域の活動に積極的に参加しています。

民生委員はじめ参加者が、「私も行ってみた」

「ひょっとしたら失敗したみたい」といった経

験を話すと、自発的に自分の経験を話し出

すケースが多く見られます。このようなリラッ

クスした場で、高齢者に対して消費者トラブ

ルの気づきにつながる話題提供を具体的に

行うことが効果的です。 

2
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ページのねらい／民生委員、ヘルパーの普段の活動シーンで見られる、高齢者の見守りの事例を取り上げまし

た。事例①～③は民生委員、事例④～⑥はヘルパーを主人公としています。問題に気づいた時、どのように声を

かけたらよいのか、イラストの中のコメントに注目してください。また、「気づきと対応のポイント」では、見守り

活動に関する補足説明が書かれています。 

指導上の留意点 
民生委員の家庭訪問は、高齢者の

様子を知る重要な機会です。高齢者

の表情や部屋の様子など少しの変化

から、消費者トラブルにあっていないか、

注意を払うことが大切です。特に、認

知症の症状が見られる場合には、消

費生活センターだけでなく地域包括

支援センターなど福祉部局とも連携

をとって、地域全体で見守りを行うこ

とが重要であることを確認しましょう。 

指導上の留意点 
こうした場面で声をかけるという

ことは、ヘルパーにとって大変勇気

のいることです。なぜなら、訪問販売

等に関することはヘルパーの通常の

業務には含まれないうえ、その業者

が本当に悪質なのかどうかは判断が

難しいといった事情があるからです。

しかし、契約をするまで帰ろうとしな

い場合はそれだけでも不適切な販売

行為ですから、迷わずに声をかける

よう伝えましょう。声をかけても引き

下がらない場合は、「ひとりで契約さ

せないようにと家族（あるいは事業所）

から指示されています。契約する前に、

確認の連絡をさせて下さい」と言って、

家族や事業所にその場で電話をする

方法もあります。 

問 題 の 発 見 対 応 と 

事 例 3・ 事 例 4

佐藤さん、大きな荷物ですね。 
民生委員の活動の一つとして、担当区域内の住民の

実態や福祉需要を把握するため、高齢者宅を訪問する

ことがあります。民生委員は高齢者ご本人の強い勧めが

ある場合は別ですが、訪問は「玄関先まで」が基本です。

ここが事例④以降に登場するヘルパーと大きく異なる

部分です。この事例では、玄関先で見つけた開封してい

ない段ボールを発見した民生委員が、「大きな荷物です

ね」と声をかける場面を表現しています。 

1

一人暮らしの佐藤さん（仮名75歳女性）を訪問
したときのことです。 
民生委員が高齢者宅を訪問した場合には、む

やみに人を家に入れないこと、また「いりません、

帰ってください」とはっきり断ることの大切さを

伝えることが重要です。認知症の有無にかかわら

ず、訪問をしたときに人を待っているような様子

が見られる場合は、悪質業者が定期的に訪問して

いる可能性もあります。 

2

健康にいいですよ／今ならお安くなってます 
悪質業者は往々にしてとても優しく親切に接してくる

ため、高齢者はとても喜んで話に乗ってしまいがちです。

ご本人がうれしそうに話をしている場合でも、注意して見

守るようにしたいものです。 

1

私は思いきって、玄関先の渡辺さんに声をかけました。 
その場で契約が進んでしまいそうな場合は、ご本人に「ご

家族に相談してから決めませんか」「一晩考えてから決め

ませんか」など、冷静な判断を促すように声をかけるとよ

いでしょう。 

2

ヘルパーの存在を知らせるだけでも、効果的です。 
悪質業者は第三者の働きかけによって高齢者が冷静さ

を取り戻すことを大変嫌います。ヘルパーの存在を業者

に示すだけで、強引な販売をあきらめさせる効果があり

ます。 

3

用事を頼むなど電話が切れるように支援してもいい
でしょう。 
声をかける場合、ある程度の演技も必要です。適当

な口実を考えて会話に割り込み、何とかその場で契約

が進まないようにすることが大切です。 

4

事例③ 玄関先に大きな段ボール箱が… 事例④ 訪問販売の業者がやってきて… 
ヘルパーの仕事内容は48ページ参照 

14 15

教材7・8ページ 

認知症で判断能力が低下している場合には、契約を無
効にしたり取消したりできることがあります。至急、家
族に連絡しましょう。 
認知症により契約時に判断能力を失っていた場合には、

契約は無効になります。また認知症により判断能力の低

下が見られる場合に、契約を無効にしたり取り消したりで

きることがあります。今後も同じような被害にあう可能性

が高いので、認知症の症状が見られる場合には、トラブ

ルを未然に防ぐためにも早期の対応が必要になります。 

（ 地域福祉権利擁護事業、成年後見制度についての

詳細は、53ページを参照） 
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ページのねらい／民生委員、ヘルパーの普段の活動シーンで見られる、高齢者の見守りの事例を取り上げまし

た。事例①～③は民生委員、事例④～⑥はヘルパーを主人公としています。問題に気づいた時、どのように声を

かけたらよいのか、イラストの中のコメントに注目してください。また、「気づきと対応のポイント」では、見守り

活動に関する補足説明が書かれています。 

指導上の留意点 
物忘れや理解・判断力の低下などの認

知症の症状が見られる高齢者は、消費者

トラブルに巻き込まれる可能性が高くな

るので、ヘルパーによる見守りや観察が

特に重要になります。認知症の場合はご

本人の記憶や理解があいまいなので、ご

本人の言動をすべて鵜呑みにすることが

できず、生活状況全体を客観的に観察し

たり、他の関係者から情報収集をしたりし

て総合的に判断する必要があります。気

になることがあれば、速やかに事業所のサー

ビス提供責任者（　 48ページ参照）に報

告と相談をすることが大切です。 

指導上の留意点 
消費者トラブルの被害にあってしまった高齢

者は、「だまされた自分が悪い」「恥ずかしくて

誰にも言えない」「他の人には迷惑をかけたくな

い」という思いが強く、他者に対して心を閉ざし

てしまったり、ひどく落ち込んでしまったりしが

ちです。ヘルパーとしては「どうしてそんな契約

をしてしまったの？」と言いたくなるでしょうが、

そうした言葉はますますご本人を追い詰めるこ

とになってしまいます。不安感が大きいうちは「相

談してみよう」という前向きな気持ちにはなか

なかなれないものです。ご本人の不安や困惑し

た気持ちに寄り添い、「○○さんが悪いわけでは

ないですよ」「安心して相談できるところがあり

ますよ」などの声をかけるとよいでしょう。 

問 題 の 発 見 対 応 と 

事 例 5・ 事 例 6

普段見慣れないものが必要以上ある場合、次々と物を
購入させられている可能性があります。 
ひとつの悪質業者と契約してしまうと、次々と別な商品

を売りにきたり、別な業者が訪問してきたりするケースが

少なくありません（次々販売と呼ばれます）。ひとつ被害を

見つけたら、他にもないか注意して見守りましょう。 

3

押し入れを開けたら見慣れない羽毛布団が隠
すようにしまわれていました。 
悪質業者は契約した商品や契約書をわざと人

目につかない場所に置くようにしています。日常

の掃除などの業務の際に、そうした場所にもさり

げなく注意を向けるようにしたいものです。ただ

し、あからさまに詮索するような振る舞いは、ご

本人との信頼関係を損なうので気をつけましょう。 

2

お布団、新しくなさったんですか？ 
被害にあったと思われる商品を見つけた時

には状況の確認が必要ですが、ご本人を問い

詰めるような聞き方はしないように工夫しましょ

う。ご本人は失敗を責められていると感じて、

事実を隠そうとしたり相談を拒否したりするよ

うになってしまいます。 

1
どうされたんですか？ 
お金に関する事情についてはヘルパーの立場か

らは聞きにくいことですし、ご本人もなかなか話そ

うとはしません。「お金に困っているのですか」と

直接質問するのではなく、「何か困っていらっしゃ

るのですか」などのさりげない言葉かけから始めて、

徐々にご本人の悩み事を引き出すようにしましょう。 

1

日常の金銭の管理が不安になってきた場合は、
地域福祉権利擁護事業などを利用する方法
もあります。 
金銭の管理に関することについてはヘルパー

が直接関わることは避けるようにしましょう。認

知症などの記憶障害が見られる方の場合には、

お金を置いた場所や財布の残額を忘れてしまい、

「ヘルパーがお金を取って行った」などと身近

な援助者であるヘルパーが疑われがちです（物

盗られ妄想と呼ばれる症状）。 

 　地域福祉権利擁護事業については53ペー

ジ参照 

3

うん・・・ちょっと節約してるんだ 
他人から見てしっかりしていると思える人ほど、

自分の金銭に関わる失敗は他人に話したくない

ものです。ヘルパーとして日頃からご本人の話

を受け入れ耳を傾けること（傾聴）を心がけて

いれば信頼関係が深まり、ご本人もヘルパーに

安心して相談できるようになるでしょう。 

2

事例⑤ 新しい高級羽毛布団を見つけて… 事例⑥ お金に困っている様子が見られて… 
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ト ラ ブ ル 対 の 応 

フ ロ ー チ ャ ー ト 

ページのねらい／このフローチャートは、高齢者の消費者被害の発見から消費生活センター（消費者相談窓口）

へ相談が寄せられるまでの典型的な道筋が描かれています。ヘルパー編、民生委員編の2パターンを用意しま

した。どちらも高齢者ご本人の意思を尊重しながら、被害にあっている場合には消費生活センターあるいは地

域包括支援センターなどに確実につながることが重要です。 

指導上の留意点 
ヘルパー編ではヘルパー（所属す

る事業所）とケアマネジャーの役割

の違いを確認しておくことが重要です。

民生委員編では、本人の様子の変化

に直接気づくケースの他に、地域住

民から情報が入ってくる点がポイン

トです。あらかじめ、講座が開催され

る地域の住民ネットワークの特性や

地域包括支援センター等の相談機関

の状況を確認しておき、地域特性に

合わせたチャートの解説をすると良

いでしょう。 

本人の様子の変化 
事例①～⑥以外にも、最近見知らぬ人と街を歩いている

のをよく見かける、控えめだったファッションが急に華美な

ものになったなどが考えられます。 

1

民生委員 
地域での活動や高齢者宅の訪問などで高齢者の様子の

変化に気づき、消費生活センター等につなぐことができる

重要な存在です。 

2事業所 
ヘルパー事業所は、ヘルパーからの報告の中で重要な

ものを見分けて事実確認を行ったり、ケアマネジャーに報

告するなどの橋渡しをします。 

2

本人に事実を確認、消費生活相談を勧める 
左ページ4参照 

4

相談することを望まない 
左ページ5参照 

5

ヘルパー 
高齢者宅でトラブルの兆候に気づくことができる貴重な

存在です。基本的に高齢者の変化は所属する事業所に報告

します。 

1

ケアマネジャー 
ヘルパー等から情報を集約して事実確認を行ったり、本

人が相談を望む場合、代わりに相談につなぐこともあります。

差し迫った状態の時は、ケアマネジャーの判断で緊急先となっ

ている親族等と連絡を取り、対応を相談することがあります。 

3

地域包括支援センター 
地域包括ケアの中核機関として平成18年4月からスタートする地域包括支

援センターでは、消費者被害の防止をセンター業務の一つとして位置づけて

います。地域包括支援センター業務マニュアル（発行：東京都社会福祉協議

会 厚生労働省老健局）によれば、消費者被害の防止対応について、以下の3

点が挙げられています。 

①各専門職（団体）や機関との連携強化による消費者被害情報の把握 

②消費者被害情報の地域の民生委員、介護支援専門員、訪問介護員等への情

報の伝達と連携 

③消費者被害にあっている事例を把握した場合の市町村や関係機関との連携 

6

地域住民 
一人暮らしのはずなのに最近見慣れない人がよく出入り

している、新聞が何種類も配達されているなど、地域で日

常的に接する方々の情報が問題発見につながるケースが

あります。 

3

本人に事実を確認、消費生活相談を勧める 
本人の意思を尊重して、情報を提供してもらう姿勢で事

実の確認をすることが大切です。高齢者はだまされたこと

に気づきにくい特徴があるため、適切な声かけを行うこと

が求められます。認知症の疑いがある場合は、地域包括支

援センターなどの相談機関に連絡し、福祉サービスの利用

や見守りの体制を検討することが考えられます。 

4

相談することを望まない 
相談することを望まない場合、本人の気持ちを大

切に良い関係でいることを重視しましょう。被害が深

刻な場合は、この時点で地域包括支援センター等に

相談し継続的に見守ることが大切です。 

5
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ページのねらい／本ページでは、各事例で最終相談先に設定した消費生活センターへの相談を支援する内容を

盛り込みました。右ページは、消費生活センターにおける相談の対応方法について紹介し、左ページは、相談便

利メモを付けました。相談便利メモは消費生活センターへ気軽にご相談いただくための参考資料として設けて

います。 

指導上の留意点 
高齢者のみならず、一般市民にとって消費生

活センターは少し垣根が高いようです。でも本

当はとても身近な存在なのです。「おかしいな、

変だな」と思ったら、まずは相談して欲しいこ

とを繰り返し伝えましょう。 

本ページを利用して「消費生活センターと

は・・・」と話すことは極力避け、高齢者から

受けた事例の具体的な解決方法をお話する中で、

消費生活センターの実情を理解していただくと

よいでしょう。 

消 費 生 活 セ タ ン ー は 

身 近 な 味 方 で 。 す 

身近な味方です。 
ある相談員が民生委員に対する出前講座の中で、「県内

全市に消費生活センターが設置できるよう、市政モニター

として要望をお願いします」とメッセージを送っていました。

同じ地域住民の一人として、お互いに協力関係にあること

は素晴らしいことです。 

講師という立場で民生委員やヘルパーとかかわると「先

生と生徒」というイメージをお互いに持ちがちですが、消

費生活センターが地域ネットワークの一員として活動でき

るよう、同じ目線で一緒に考える姿勢を忘れないようにし

たいものです。 

1

消費生活センター（消費生活相談窓口）では、消費生
活に関する相談に応じ、問題解決のための助言やあっ
せん等を行っています。 
消費生活センターで受付ける相談の多くは、「自主交渉

の助言」で対応しています。「あっせん」は相談の内容によっ

て相談員が判断しますが、「クーリング・オフ期間が過ぎて

もあきらめないで」とお伝えするときには、相談員が事業

者とのあいだで日夜努力していることを伝えることが必要

です。相談員の仕事を進める上での苦労を、受講者と共有

することも一つの方法かもしれません。それぞれ職務を果

たすため、民生委員、ヘルパーも目に見えないご苦労をさ

れています。「消費者トラブルをなくすために、一緒に頑張っ

ていきましょう」そんな姿勢に受講者は共感し、消費生活

センターとの距離も近くなることでしょう。 

2

消費生活センター 
2005年4月現在、全国には消費生活センターが524ヵ

所あります（　  57ページ参照）。 

消費生活センターが一般的な名称ですが、消費者センター

と呼ぶ地域もあります。その他、消費生活総合センター（東

京都）、生活科学センター（大阪府）、生活センター（愛媛県）、

消費生活支援センター（埼玉県）など地域によって様々で

す。講座の実施地域の実態にあわせて、情報提供をする

ことが重要です。 

3

相談便利メモ 
事例②で示したように、高齢者の中には「一人で相談す

るのは不安」と感じたり、「このようなことで相談してもい

いのだろうか」と疑問をもつ方もみられます。そこで、高

齢者の心理的なハードルを低くしていただくため、相談便

利メモを用意しました。まずは、気軽に電話をしていただ

くことが大切なことを伝えましょう。 

4
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ページのねらい／前ページまでは、「問題に気づいた場合には、ご本人の意思を尊重しながら、消費生活センター

へ」というメッセージをお伝えしましたが、本ページではトラブル対応の関連情報が掲載されています。15ペー

ジでは消費生活センターに寄せられる苦情相談が消費者政策に反映される貴重な情報であることを紹介し、さ

らに、16ページではクーリング・オフ、認知症への対応として地域福祉権利擁護事業、成年後見制度などの情報

を盛り込んでいます。 

苦 情 相 談 を 用 活 

止 ・ 防 考 参 消 費 

し た 

者 ト ラ ブ ル 

指導上の留意点 
成年後見制度は、消費者トラブルの防

止にとどまらず、判断能力の低下した高

齢者の権利擁護に欠かせません。クーリ

ング・オフ、地域福祉権利擁護事業、成年

後見制度など、まだまだ一般に知られて

いるとはいえません。まずは民生委員や

ヘルパーに理解を深めてもらい、地域や

職場で情報を広めてもらいましょう。 

クーリング・オフの解説をする際には、

期間が経過していてもあきらめず、まず

は消費生活センターに相談するように、

付け加えるようにしましょう。 

行政処分 
国や都道府県は、法律や条例に基づき、悪質業者に対し

て業務改善指示・指導や事業者名公表、業務停止命令等を

行います（行政処分）。その際、消費生活センターに寄せら

れる苦情相談は貴重な情報になります。 

2

独立行政法人国民生活センター 
消費生活相談をはじめとした種々の情報を全国の消費生

活センターなどから収集し、消費者被害の未然防止・拡大

防止のために分析・提供しています。また、商品テストや消

費生活相談、教育研修、生活に関する調査研究を実施し、

その結果をさまざまなメディアを通じて積極的に情報提供を

行うなど、消費者支援に努めています。 

3

消費者基本計画 
この計画は、消費者利益の擁護・増進に関する重要課

題に政府全体として計画的・一体的に取り組むに当たっ

ての基本方針です。国民生活審議会での審議、消費者

団体や都道府県との意見交換、国民からの意見募集等

を経て、2005年4月8日に閣議決定されました。 

6

悪質住宅リフォーム問題 
2005年春以降、埼玉県富士見市の認知症姉妹

の事件を皮切りに、特に高齢者や判断能力の不十

分な人を狙って、次々と契約させるなどの悪質なリ

フォーム販売が社会的な問題となりました。 

4

 全国消費生活情報ネットワークシステム 
全国消費生活情報ネットワークシステム（パイオネット：

PIO－NET／Practical―living Information Online 

NET work system）とは、国民生活センターのホストコン

ピューターと消費生活センターに設置した端末機を結び、

消費生活相談情報（危害情報含む）、消費者判例情報、商品

テスト情報の合計3種類のデータベースを持つシステムです。 

2005年3月現在、パイオネットは全都道府県・政令指定

都市の主要な消費生活センターをカバーしています。 

1 1

代金の返還と商品の引取り 
商品を使用していてもクーリング・オフできます

（開封済の消耗品は除く）。支払った代金は全額返

還され、商品の引取料は業者の負担になります。

損害賠償や違約金を業者に支払う必要もありません。

既に商品を受け取っている場合や代金を支払って

いる場合には、契約解除の通知に、「商品を引き取っ

てください」、「支払い済みの○○円を返金してく

ださい。」と書き添えておきます。クーリング・オ

フを使えれば、解決の強い味方になります。 

3

 

高齢者の福祉施策については51ページ参照 

消費者政策会議 
消費者政策関係委員会会議 
　　56ページ参照 

5

特定商取引法によるクーリング・オフ 

注）※は指定商品、指定権利、指定役務が対象 
　  消耗品（化粧品や健康食品等）は未使用分のみクーリング・オフが可能 
　  通信販売には適用されません。 

取引形態 

訪問販売※ 8日間 

電話勧誘販売※ 8日間 

マルチ商法 20日間 

8日間 

業務提供誘因販売取引 
（内職・モニター商法） 20日間 

クーリング・オフ期間 

特定継続的役務提供 
エステサロン、語学教室、家庭教師、学習塾、 
パソコン教室、結婚相手紹介サービス 

成年後見制度 
　　53ページ参照 

5
地域福祉権利擁護事業 
　　53ページ参照 

4

2

もし、被害の発見がクーリング・オフ期間を過ぎていても、
あきらめないで、すぐに消費生活センター（消費生活相
談窓口）へ相談をしてください。 
クーリング・オフ期間は限られていますが、例えば契約書

面を受け取っていない場合はいつでもクーリング・オフが可

能ですし、書面を受け取っていても記載内容に不備があれば、

期間を過ぎてもクーリング・オフができます。業者にクーリ

ング・オフ妨害があった場合も同様です。 

嘘を告げられたために契約をした場合や、帰りたいと言った

のに帰らせてくれず契約を結んだ場合など、業者の不当な

勧誘による契約に対し消費者契約法による取消しができる

場合があります。早めに消費生活センターに相談を。 
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よ く あ る ご 問 質 

Q & A

ページのねらい／見守りガイドブックをご覧になる民生委員およびヘルパーから寄せられた質問の中で、特に

大切と思われる内容を掲載しました。Q1～Q3は共通のテーマ、Q4は民生委員、Q5～Q7はヘルパー向けとなっ

ています。このＱ＆Ａを講座の締めくくりとして利用し、受講者が意見を出し合う材料にしていただくことで、見

守りガイドブックの理解を一層深めることをねらいとしています。 

指導上の留意点 
①たくさんの疑問 

見守りガイドブックの内容を一通り

理解して、さらにロールプレイング

で臨場感のあるシュミレーションを行っ

た受講者の方々は、きっとこのＱ＆Ａ

以外にもたくさんの疑問を持ってい

ることでしょう。講師がそれらのす

べての質問にその場で答えることに

は無理があります。 

また、質問の中には、地域のネッ

トワークや相談機関の役割分担の状

況から、現状では解決ができない問

題が指摘されることも予想されます。

このような場合には、後日回答する

など、今後の見守りにつながるよう

対応しましょう。 

②受講者間でのグループミーティン

グの題材として 

この見守りガイドブックは、地域包

括支援センターという新たな機関を

含めた消費者トラブル対応のモデル

を提示しています。高齢者の消費者

トラブルへの対応策は地域格差が大

きく、全体としては高齢者の権利擁

護という理念を大切にしながら、行政・

一般市民・地域の既存住民組織・福祉

事業者等が、その連携の仕方を模索

している段階です。民生委員や市民

の見守り組織、介護事業者等を受講

対象者としているこの講座の中で、

自分達の地域の特性やネットワーク

の長所、短所、課題等を話し合い、地

域の現状について共通認識を持つこ

とは、今後のネットワーク強化の出発

点となります。 

③Ｑ＆Ａの主な整理 

このＱ＆Ａをたたき台にした討論や

新たに出された疑問は、教材11,12ペー

ジのトラブル対応チャートの流れに沿っ

て整理すると良いでしょう。対応の流

れとしては、①発見・声かけ⇒②事実

確認・本人の意思の確認⇒③相談す

る場合・しない場合それぞれの対応

⇒④消費生活センターと連携した解決、

の4場面程度に分けて、受講者から出さ

れた疑問や課題を整理してみましょう。 

④出前講座の発展として、関連機関

による情報交換会等の企画へ 

すぐには答えられない疑問や課題は、

出前講座の成果として集約して、行

政や関連機関へフィードバックし、そ

れらを検討材料とした関連機関の情

報交換会やシンポジウムへと発展さ

せる方法もあります。 

Q&A 1 
まだ被害にあったことを相談するかどうか迷っている時期

に上手に声かけをするには、十分な配慮が必要です。ご本人

の意思を尊重しながら、適切な声かけを行いたいものです。 

→教材チャート（11、12ページ）：本人に事実を確認 

1

Q&A 2 
消費生活センターの名前は知っていても、気軽に相談して

よいとは思わなかった、という声をよく聞きます。民生委員や

ケアマネジャーからの相談にも対応することを伝えましょう。 

→教材チャート（11、12ページ）：消費生活相談を勧める 

2

Q&A 3 
個人情報保護法のために、早期発見や早期対応ができな

いというのでは本末転倒です。高齢者ご本人の立場に立っ

て考えましょう。 

→教材チャート（11、12ページ）：相談することを望む 

3

Q&A 4 
本人の代わりに電話をした場合でも、相談の概略を伝えて、

一時的に電話を代わったりすれば、本人が電話したことと

同じ役割が果たせます。可能な範囲で関わっていただける

ようお願いしましょう。 

→教材チャート（11ページ）：民生委員が相談 

4

Q&A 5 
ヘルパーにとって消費生活センターへの橋渡しは所属す

る事業所と相談して行動することが大切です。 

→教材チャート（12ページ）：ケアマネジャーが相談 

5

Q&A 6 
事業所がケアマネジャーへ適切に情報を伝え、高齢者の

問題解決に協力することは、社会的にも大きな期待が寄せ

られています。ヘルパーの「気づき」は、他の人では発見

しにくい貴重な情報であり、高齢者の福祉のためにも問題

解決に結びつくよう働きかけを行うことが大切です。 

→教材チャート（12ページ）：ヘルパー→事業所 

6

Q&A 7 
ご本人の意思を大切にすることが大前提ですが、介護保

険の利用料や家賃の滞納など明らかに経済生活が破綻の

危機に陥っていることが分かる場合には、ご本人の福祉の

ためにも対応することが求められています。 

→教材チャート（12ページ）：相談することを望まない 

7
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教材17・18ページ 



だ ま さ れ や さ す 

心 理 チ ェ ッ ク 

指導上の留意点 
心理チェックは講座の導入部で使用すると効果

的です。誰もがトラブルにあいやすいこと、トラブ

ルにあったときにも恥ずかしがらずに相談してほ

しいこと、といった重要なメッセージを伝えやすく

なります。○の数を挙手で聞く場合は、講師自らの

○の数も一緒に伝えると受講者との親近感が増す

ことでしょう。 

下段の空欄部には、最寄りの相談窓口の電話番

号を書き込んでもらいましょう。講師が黒板に大

きな文字で電話番号を書いて、記入してもらうと

良いでしょう。 

このページは、コピーして高齢者の話題づくり

に活用できることもあわせて伝えましょう。 

ページのねらい／裏表紙の心理チェックは、

民生委員、ヘルパーの方々が高齢者との

話題作りの一つとなるよう企画されたも

のです。高齢者対象に作成していますが、

民生委員、ヘルパーの方々にとっても、消

費者トラブルの危険が身近に潜んでいる

ことに気づくことができる教材となって

います。また、ページ下段の空白部分には、

最寄りの消費生活センター（消費生活相

談窓口）の番号を書き込むスペースとなっ

ています。 

3つの心理傾向 
■①から③に当てはまる箇所がある方は、危機意識が低い傾

向があります。これまで大丈夫だったからこれからも安心

というわけにはいきません。誰もが例外なく狙われますし、

また人相は良いけどだますような悪い人は、思っているよ

りも実際はたくさん存在しています。 
 

■④から⑥に当てはまる箇所がある方は、だまされていても

気づきにくい傾向があります。もしかしたら、相手を思い

やる親切で優しい性格を悪用されて、すでに不必要な契

約や高すぎる買い物をさせられている可能性もあります。 
 

■⑦から⑨に当てはまる箇所がある方は、だまされたことに

気づいても、黙って一人で抱え込んでしまいやすい傾向が

あります。だます方が悪いのに自分を責めたり恥かしがっ

たり、助けてくれる人がまわりにいないと思いこんだりしや

すいようです。 

2

だまされやすさ心理チェックについて 
静岡県立大学の西田公昭助教授作成の高齢者用の心理チェッ

クです。高齢者を狙う詐欺や悪徳商法などの被害にあいや

すい3つの心理を9項目で質問しています。○が多いほど、

トラブルにあいやすい傾向にあります。また、○を付けた箇

所により、次の3つの心理傾向が分かるようになっています。 

1

■図3－1　講座の目標を達成するための3つのプロセス 
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3
1.講座を成功させるヒント 
 

 

 

「与えられた時間がいつもの半分だったので、2倍の

早さで話した」という、ベテラン講師の話を耳にするこ

とがあります。日々変化する消費者トラブルの深刻さ

を訴えるとき、時間不足は講師共通の悩みです。しかし、

早口で話された講座受講者は、どのような印象を持っ

たでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふたつの違いは、ほんのちょっとした差から生まれ

ます。受講者に「楽しかった」「話が聞けて良かった」と

いった肯定的な感想を持っていただけたか、さらに、ア

クション（ここでは、高齢者の見守り活動）に移すきっ

かけとなっていたか、という点が講座成功のカギとなっ

ています。ここでは、講座を成功させるヒントを一部ご

紹介します。 

 

 
 

1 講座のねらい 

講座のねらいは、高齢者の消費者トラブルを防ぐため、

まわりの方 （々ここでは特に民生委員、ヘルパー）に協

力のお願いをすることです。その実現には、図3－1の

①から③のプロセスが必要だと考えられます。教材「高

齢者の消費者トラブル 見守りガイドブック」では、こ

の3つのプロセスと対応させた内容構成となっています。 

出前講座の工夫 

消費者教育は難しい 
（分からない。自分とは関係ない。） 

消費者教育は楽しい 
（自分も行動できそう） 

→教材p.13～18

→教材p.1～4

①問題の自覚 
高齢者の消費者トラブルの増加とその特徴（だま
されたことに気づきにくい等）を把握し、共通理
解を図る。 

→教材p.5～12

②見守り活動へのイメージ形成 
問題に気づいた場合の対応方法について、具体的
なトラブル事例を交えながら紹介し、イメージを
形成する。 

③見守り活動に入っていくための心構えの醸成 
実際に見守り活動をしたときに生じる問題点な
どを整理し、アクションへのモチベーションを高
める。 

教材裏表紙ページ 



■図3－2　出前講座と見守り活動との関係 

■図3－3　講座の流れ 

経済産業省 

消費者教育 
支援センター 

高齢者 

高齢者 

講師 

民生委員 
ヘルパー 

高齢者 
民生委員 
ヘルパー 

三遊亭楽太郎の悪質商法 
カンタン撃退法 VTR（22分） 

魔法の講座 DVD（本編24分） 

老後の金は渡さん VTR（25分） 

あれ？もしかして…～高齢者を 
狙う悪質な住宅リフォーム～ 
 VTR（19分） 

悪質商法に負けないための 
うたのほん 替え歌集 

東京都 
消費生活総合 
センター 

 

2 講座の組み立て方 

講座の進め方にはいくつかの方法がありますが、ここ

では典型的な例を紹介します。講座の流れは、図3－3の

ように「導入」、「展開」、「まとめ」で構成されます。与え

られた時間の長短によって展開内容を工夫します。 

見守り活動につながる講座のポイントは、「参加型」

です。ロールプレイングなど受講者が主体的に参加で

きる指導法を工夫することによって、受講者同士の会

話も弾み、見守り活動の具体的なイメージを持つこと

ができます。その結果、地域あるいは業務上で同じよう

な状況に遭遇したとき、講座の様子を思い出して対応

することができます。 

（　  講座プランの例は30ページ参照） 

 

3 教材・指導法 
～参加型、体験型の工夫～ 

消費者教育は、ゆたかな教材・指導法をもつことが特

徴の一つです。最もよく用いられる手法は「実物提示法」

です。例えば、高齢者が契約した高級羽毛布団、次々販

売の契約書の束、あるいは屋根点検で業者が用いる偽

写真などを受講者に見せる方法で、特に導入部で効果

があります。また、導入部では体操をしたり、簡単なク

イズや診断をするなど興味の持たせ方は様々です。 

展開部では、ロールプレイング、寸劇、クイズ、診断、

替え歌など、参加を意識した指導法がよく用いられます。

これらは、高齢者の消費者トラブルを受講者自らの問

題として考える手助けをしてくれるものです。特に34ペー

ジ以降でご紹介する2つのロールプレイングは、見守り

活動の様子を疑似体験することができるので効果的です。

40ページには、ふり返り用のワークシートを用意しま

した。ロールプレイングを通じて、日頃の活動をふり返

る時間を持つとよいでしょう。 

時間がある場合は、クーリング・オフ葉書を実際に書

いたり、ビデオを上映して切実感を訴えると効果的です。 

 
4 講座を成功させるために 

講師として大切なことは、受講者と同じ目線で共に

学びあうことだと思います。一緒に問題を考えていき

ましょう、というスタンスに受講者は共感し、協力をし

てくださるのではないでしょうか。最終的なねらいが

トラブル事例を多く知ってもらうことであれば、先に

登場したベテラン講師の「2倍の早さで話す」のも一つ

の方法かもしれませんが、今回の目的達成には得策で

はないように思います。 

「今日は楽しかった。これからの活動の役に立ったよ。

ありがとう。」 

そう言っていただける講座をめざして工夫しましょう。 

 

 

 

出前講座 

ヘルパー 

講師 

民生委員 

第
1
段
階
 

問
題
の
自
覚
と
心
構
え
の
醸
成
 

地　域 

ヘルパー 民生委員 

第
2
段
階
 

見
守
り
活
動
（
最
終
目
標
） 

高齢者 

見守り 見守り 

導入 
●インパクトのある導入を工夫する（体操、実
物提示など） 
●講座の目的を明確にし、講座の全体像を知
らせる 

■表3－1　高齢者向き教材の例 

制　作 対象 タイトル 

主人公は一人暮らしのハナさん（75歳女性）。ある日やっ
てきた親切そうな業者に勧められ、高額な屋根改修工
事をしてしまいます。その後も、床下工事、風呂場のタ
イル張替えと、業者に言われるまま次々と契約をして
しまいます。 
典型的な悪質商法ですが、ハナさんはだまされている
ことに気付きません。週に1度やってくるヘルパーに、
この変化に気付いてもらうため、ビデオの中ではある
仕掛けが・・。「見守りガイドブック」とあわせて活用で
きる内容です。 

民生委員、ヘルパー向けの 
ビデオができました！ 

あれ？もしかして・・・ 
～高齢者を狙う悪質な住宅リフォーム～ 

制作／東京都消費生活総合センター 

実費にて複製可能ですので、 
下記までお問い合わせ下さい。 

東京都消費生活総合センター 
活動推進課学習推進係 電話03-3235-1157

これから何が始まるかを知らせ、 
受講者の興味をひきつける 

展開 ●参加型、体験型になるよう工夫する 
●一つの話題で長くなりすぎないよう、メリ
ハリをつける  （目安は20分程度） 

講座内容の理解を深める 

まとめ ●強調したいことを整理する 
 
※時間をオーバーしないよう注意！ 

講座内容を振り返る 
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2.教材を使った講座プランの一例 

1 教材を使った講座プランの一例
 

民生委員、ヘルパー等を対象とした講座プランの一例

を紹介します。ここでは配当時間60分のプランを考えま

した。配当時間の長短により、展開内容を工夫し、見守り

の重要性を考えられるような講座を企画しましょう。 

　
2 民生委員を対象にした講座

 

平成18年1月12日（木）午前、

佐賀県みやき町三根公民館にて

民生委員を対象にした講座が開

催されました。講師は、佐賀県

消費生活センターに勤める消費

生活専門相談員の原まさ代さん

（右写真）。受講者は町内の民生

委員約20名です。原さんの親しみやすい佐賀弁と参加

者の笑い声が会場に響き渡り、和やかな雰囲気のなか

で1時間の講座が行われました。 

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 

はじめに原さんは、佐賀県の70歳代男性が住宅リフォー

ムなど71件の契約をし、2600万円の被害があったこと

を知らせます。ちょうど、この問題が佐賀県消費生活セ

ンター広報誌「くらしの安全安心だより」に特集されて

いたので、回覧しながら話を進めていきました。消費生

活センターで実際に相談を担当している方が、真剣に訴

えるメッセージには説得力があったようです。 

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 

いよいよ教材「高齢者の消費者トラブル見守りガイドブッ

ク」の登場です。まず、教材を手に取り、裏表紙の「だま

されやすさ心理チェック」を行うように指示しました。受

講者はしばらく真剣にチェック項目を読み込んでいます。 

ひととおり終わった後、チェックした項目の数を挙手

で教えてもらいます。しかし、手を挙げる人はまばらです。

そこで原さんは、「私ね、実は5個もあてはまったのよ」

と受講者に発表します。 

原さんが強調したことは、「誰もが被害にあいやすい

こと」、「被害にあっても恥ずかしくはないので、すぐに

相談をすること」といった一般的な消費者心理です。今

回は高齢者の消費者トラブルをテーマにした講座ですが、

まずは受講者自らの問題として捉えることに主眼を置い

たようです。さらに、教材3-4ページの高齢者の消費者

トラブルの特徴を紹介するページを参照し、特に高齢者

の場合は、被害にあったことに気づきにくかったり、被

害にあっても相談しない方がいるという傾向について

説明をしていきます。家族に知られたくない、大ごとに

したくないからといって請求金額を「勉強代」として支払っ

てしまう例に受講者も深くうなずいています。 

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 

講座はいよいよ佳境に入ります。教材で紹介された6

事例に合わせて、佐賀県でみられた身近な事例を紹介

していきます。「この辺でもあるでしょ」という事例の数々

に、受講者のあいだに笑いとうなずきが広がります。 

事例紹介が一通り終わった後、教材の事例①「見慣れ

ない人物が出入りしていると通報を受けて」のロールプ

レイング（ 36ページ参照）が演じられました。原さん

はナレーターを担当し、受講者にその場で役を割り振っ

ていきます。結果的に大変な盛り上がりを見せたのです

が、その裏側には、悪質業者役に講座主催者の社会福
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あいさつ 
・最近の消費者トラブルの話題 

・今回の趣旨説明（特に見守りの重要性を訴える） 

 

①高齢者の消費者トラブルの特徴（10分） 
・高齢者の消費者トラブルの特徴について 

・「だまされやすさ心理チェック」 
 

②最近の相談事例（15分） 
・教材の事例①～⑥のページを参照しながら、点検商法、SF商法な

ど身近な相談内容を取り上げるとよい 
 

③ロールプレイングと解説（20分） 
・見守りを疑似体験し、対応のポイントについて考えてもらう。 

（高齢者、悪質業者を演じた人から感想を聞いたり、ワークシート

を用いてグループで話し合うとよい） 

　　ロールプレイングは34ページ、ワークシートは40ページ参照 

 

①消費生活センターの紹介 
・電話番号を教材に書き取るように指示 

・クーリング・オフについて解説 
 

②見守りの重要性について確認 
 

③質疑応答  

導入 
（5分） 

 

 

展開 
（45分） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
まとめ 
（10分） 

●実物提示 
（新聞記事、広報誌など） 

 

 

 

★教材p.3-4 

★教材裏表紙 
 

 

★教材p.5-10 

 
 

●ロールプレイング、小道具等 
 

 

 

 

 

★教材p.13-14 

★教材裏表紙 

★教材p.16 

 

 

★教材p.17-18

（配当時間60分） 

主な内容 時間配分 使用教材、教具等 



祉協議会の男性職員を指名したことがあったようです。

佐賀弁を使った悪質業者さながらの演技は、会場を一体

感で包みました。ネームプレートや腐った木（に見立て

た板）など、臨場感を高める小道具を準備しておいたこ

とも、成功の一因だったでしょう。 

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 

ロールプレイングは、高齢者が民生委員の一声によっ

て消費者トラブルにあったことに気づき、どうしたらよ

いだろうか、という問題提起で終わっています。そこで、

消費生活センターに相談することの重要性を力説します。

原さんは黒板に佐賀県消費生活センターの番号を大き

く書き出し、受講者に教材裏表紙下段の空白部分に書き

写してもらうように指示します。書くというプロセスが、

消費生活センターを一段と身近にする効果があるのか

もしれません。 

加えて、教材16ページを使ってクーリング・オフの基

礎知識を説明していきます。特に、「使ったお布団でもクー

リング・オフできるんですよ」という原さんの言葉に、

会場には驚きの声が上がりました。 

最後に、高齢者の見守りのお願いと、もし何かあれば

すぐに消費生活センターへご相談下さい、という点を強

調し、講座は大盛況のうちに締めくくられました。 

 

　
3 ヘルパーを対象にした講座

 

平成18年1月16日（月）夕方、

千葉県幕張市ヘルパーステーショ

ンなのはな（社会福祉法人千葉

勤労者福祉会）にて、ヘルパー

を対象にした講座が開催されま

した。講師は、千葉県消費者セ

ンターに勤める消費生活専門相

談員の前野春枝さん（右写真）。受講者はヘルパー約20

名です。ヘルパー業務を終えて駆けつけた受講者を前に、

前野さんの講師としてのテクニックがさえ渡る1時間20

分がスタートします。 

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 

「この中で、ご自宅にオレオレ詐欺の電話がかかって

きた方は？」という質問に、2名が手をあげます。受講者

からは、「へぇ」と驚きの声があがり、人ごとではない、

と危機感を強めていきます。 

さらに、JR幕張駅から講座会場に向かう途中、商店街

の一角で高齢者を集めて健康講話をしている会場があっ

たことを話題にしました。このヘルパーを派遣する事業

所が担当している地域には、他にも同じような会場が何

カ所かあるようで、隣のヘルパーとのおしゃべりで「あ

そこもそうよね」と確認しあう場面も見られました。 

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 

前野さんはご自身で用意されたレジュメと教材「高齢

者の消費者トラブル見守りガイドブック」を併用しながら、

テンポよく講座を進めていきます。千葉県の相談件数が

増加している等の話をした後、教材裏表紙の「だまされ

やすさ心理チェック」を行うよう指示します。受講者は、

しばらく真剣にチェック項目に向かっています。前野さ

んはあえてチェックした項目の数を聞かず、項目を一つ

ずつ読み上げながら、確認をしていく方法をとりました。

そこから、教材3-4ページの高齢者の消費者トラブルの

特徴へと話をつなげていきます。 

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 

次に、最近の悪質商法について、具体的な事例が紹

介されました。前野さんが現在交渉中の高齢者トラブル

について具体的に語ると、受講者は聞き入っています。

交渉をしていく中で、ヘルパーが重要な役割をしている

ことを強調し、今後の協力要請を行いました。 

さらに、教材の事例①～⑥に関連した身近な相談内

容を紹介していきます。教材各ページに配置されている

「気づきと対応のポイント」を織り交ぜて話をしたことで、

受講者は業務の中で高齢者の消費者トラブルに気づい

た場面のイメージをふくらませることができたようです。 

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 

いよいよロールプレイング（ 38ページ参照）です。

配役を決める方法がユニークで、前野さんが後ろを向

いて、「右から3列目、前から2番目の方」と次々に指名

をしていきます。前野さんは、このロールプレイングの

重要人物である悪質業者（布団販売員）を担当します。 

事例⑤「新しい高級羽毛布団を見つけて」にもとづい

たロールプレイングは、業者が「国にいるお袋みたい」

と高齢者に近づき、やさしい言葉にほだされて次々と商

品を契約してしまう高齢者の様子がリアルに表現されて

います。突然指名されて戸惑っていたヘルパーも、ロー

ルプレイングが始まると、徐々に熱が入っていきます。ロー

ルプレイングは、高齢者の「何とかしてもらえないかしら」

という台詞で終わっているため、前野さんは、「みなさ

んだったら、このような場合どうしますか？」と投げかけ

ます。会場からは、「消費生活センターに相談する」「ヘ

ルパーの場合は事業所に連絡する」といった答えが返っ

てきました。 

ロールプレイングを見ていた受講者からは、「ああ、

これならわたしも引っかかっちゃうわ」といった感想が

もれていました。だまされた高齢者役を演じたヘルパー

に感想を聞いたところ、「ロールプレイングを演じてみて、

高齢者も寂しい思いをしているのだと改めて感じた。こ

れまでは高齢者から子供のグチを聞くことがあっても、

どこかで一線を引いてきた。これからは私たちの接し方

にも工夫が必要だと思った。」と答えてくれました。 

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 

ロールプレイングの後は、契約の基本的な仕組みやク

レジットの3者間契約について解説し、さらにクーリング・

オフと消費生活センターについて紹介しました。まとめ

として、高齢者の見守りには、ヘルパーが普段から声か

けを行うことが重要だと締めくくられました。 
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事例 1 見慣れない人物が、 
出入りしていると通報を受けて・・・ 解説 

事例 5 新しい高級羽毛布団を 
見つけて・・・ 解説 

ロールプレイング 

1.事例1の解説 
悪質な「訪問販売によるリフォーム工事」の一例です。 

2.問題解決のための助言 
自宅訪問販売です。工事の内容は、「家屋の修繕又は

改良」で、「特定商取引に関する法律」の指定役務です。

契約をして3日目ですから、クーリング･オフ（無条件の

契約解除）をすることができます。（教材16ページ参照） 

仮に工事が始まっていても契約を解除できますし、事

業者は工事費用などを一切請求することは出来ません。

なお、消費者には「原状回復を請求する権利」つまり「工

事をする前の状態に戻すように」と請求する権利があり、

事業者はその費用を負担して元の状態に戻す義務があ

ります。原状回復を請求するかどうかは消費者が自由に

選択できます。 

3.被害を防ぐために 
（1）訪問販売での契約は慎重に。 

（2）「危険」という言葉に驚かない。 

（3）建物の安全性については専門家に相談する。 

（4）工事をする時は数社から見積もりを取る。 

（5）手間と時間をかけて十分検討する。 

4.点検商法について 
「屋根瓦がずれているようだ」「無料耐震診断をしてあ

げる」「布団の定期点検に来た」などと、点検を口実に消

費者宅を訪問し、「腐っている。工事をしないと危険」「こ

のままでは地震がきたら危ない。近所にも迷惑をかける」

「ダニだらけ。健康に悪い」など、事実と異なることを言っ

て消費者の不安をあおり、商品の販売や工事の契約をさ

せる商法です。浄水器、建物清掃サービス、布団類、屋

根工事、床下換気扇などの苦情が多く、高齢者の被害が

目立ちます。  

1.事例5の解説 
高齢者を狙った布団の「次々販売」の一例です。 

2.問題解決のための助言 
自宅訪問販売です。商品は「寝具」と「床敷物」で、「特定

商取引に関する法律」の指定商品です。段通、遠赤外線マッ

ト、ケットは契約をして3日目ですから、クーリング･オフ（無

条件の契約解除）をすることができます（教材16ページ

参照）。しかし、羽毛布団は契約日から計算すると8日間

を過ぎています。また、契約書を受け取ったのはいつか、

販売方法はどうであったかなどを加藤さんから聞き取る

ことは困難です。「特定商取引に関する法律」では訪問販

売で「老人その他の者の判断力の不足に乗じ、契約を締結

させること」を禁止し、行政処分の対象としています。そ

れをもって「即、契約を取り消す」ことは難しい場合が多い

のですが、問題解決に向けての交渉の手がかりとなります。 

 

3.被害を防ぐために 
判断能力が衰えて被害にあう心配が生じたときは、早

めに成年後見制度の利用を検討しましょう。 

 

4.次々販売商法について 
1人の消費者に次々と商品やサービスを契約させる商

法です。高齢者の場合は布団、着物やアクセサリー、リフォー

ム工事、紳士録などの苦情が多く、契約金額も高額です。 

①契約日：平成18年○月○日（3日前とする） 

②工事施工日：平成18年○月×日（契約日の4日後とする） 

③工事項目：屋根工事一式、軒天塗装及び雨樋交換一式 

④契約金額：300万円　⑤支払方法：クレジット一括払い 

⑥特記：下見必要、挨拶回り必要、色決め必要 

◆濡れて腐った木切れ：業者が懐などに隠し持って持参した
ものと想定します。 

■契約書の記載内容 

1枚目 

①契約日：平成18年○月○日（10日前） 

②商品名：羽毛掛け布団（作家もの側地） 

③支払総額：100万円　④支払回数：36回払い　 

⑤信販会社：A信販 

2枚目 

①契約日：平成18年○月×日（3日前） 

②商品名：段通 

③支払総額：30万円　④支払回数：1回払い 

⑤信販会社：B信販 

3枚目 

①契約日：平成18年○月×日（3日前）　 

②商品名：遠赤外線マット、ケット　 

③支払総額：25万円　④支払回数：1回払い 

⑤信販会社：C信販 

◆販売員の呼びかけが「加藤さん」から「お母さん」に変わ
るところがポイントです。高齢者の心理をつかむ販売方法
の象徴です。 

■契約書の記載内容 

役割演技とも言い、設定された場面・題材（テーマ）

における役割を演じることで、関連する問題の解決や対

策を考えようとする学習方法です。自分が実際に演じて

みることで、それまで気づかなかった登場人物の心理

や問題点について、共感的に理解することができます。

演技を見ている人にも状況や問題点を理解するのに効

果的です。 

■演じる際の工夫と留意点 

①場面設定について十分に説明してから、演技に入りま

しょう。 

②ネームプレート、小道具などを用いて工夫しましょう。 

③立ったまま棒読みすることは避け、できるだけ動きを

つけるとよいでしょう（セリフ以外の言葉や方言など

も用いて、臨場感を出せればなおよい）。 

④特に重要な配役（悪質業者など）は、積極的な参加表

明がなければ、講師が担当することも考えられます。 

⑤演じた後に振り返りの時間をもち、演じた人（だまさ

れ役、だまし役）から感想を聞いたり、全員で問題解決

方法について話し合うとよいでしょう。 
（参考）消費者教育支援センター「消費者教育マニュアル（三訂版）」1996



昭子さん 

昭子さん 

民生委員 

相談員 

相談員 

全国消費生活相談員協会　渋谷絢子・作 
事例 1 見慣れない人物が、出入りしていると 

通報を受けて・・・ 

民生委員の鈴木さんは「高田さんの

お宅に見慣れない作業服の人が出

入りしている」と隣の奥さんから相

談を受けて、高田さんを訪ねます。 

 

お変わりありませんか。 

 

そうですね、変わったことと言えば・・。

屋根を直すことにしたので、明日か

ら工事が始まることでしょうか。 

 

あの・・。急いで直さないと危ない

そうです。屋根以外も直さないと大

変なことになるみたいです。 

 

3日前にさかのぼります。男性販売

員が高田さん宅を訪ねて来ました。 

 

ごめんください！近くで工事をした

帰りなのですが、お宅の屋根の瓦が

ずれているようで、大丈夫かなと気

になったものですから声をお掛けし

ました。 

 

用心深い昭子さん。いつもは玄関の

鍵を開けないのですが、「瓦がずれて

いる」という言葉に不安になって…。 

 

え！ちょっと待ってください。今、開

けますから。 

 

玄関の鍵を開ける音がして、昭子さ

んが出て来ました。 

 

本当なのですか。雨漏りなんかして

ないのに…。 

 

ちょっと見ただけですから・・、そう

だ！心配でしょうから、念のために無

料で点検してあげます。 

（つぶやく様に…）家が古くなると色々

起きますからね。では、屋根に上が

らせてもらいます。 

（独り言）見れば分かるのに誰も気

づかなかったなんて…。 

（きっぱりとした口調で）私が何とか

してあげますから、大丈夫ですよ。

まず、点検、点検…。 

 

（奥から、声を聞きつけて）どうした

んだ。瓦がずれているって？古い家

だからなあ…。 

 

昭子さんが屋根の上がり口へ案内し

て業者と奥へ行きます。トタン板を

たたく音が聞こえます。「大変だ、こ

れは！」という業者の声が聞こえ、2

人が戻ってきました。 

 

（手に持った木切れを見せて）この

とおり、瓦の下が腐っていたから、

このままだと大変なことになるとこ

ろだった。ご主人、早速、直さない

とだめですね。他のところにも影響

しているでしょうからついでに見て

おきます。 

（と言いながら、舞台の上をひと回り）

うん、こちらも早く手を入れないと…。 

 

そんなにひどいのですか。どうしま

しょう！ 

（おろおろしながら夫に）どうにかし

ないと。とにかく頼みましょうよ！ 

 

でもな、こういうことは息子に相談

した方が良くないか。 

 

なにも、忙しい息子さんを煩わすこ

とはないですよ。高田さんのために

なるようにちゃんとしますから。（契

約書の用紙をかばんから出し、不安

げな高田夫妻の前に広げる）　 

　　 

（昭子さんに向かって）心配しなくて

いいですよ。ここに名前と印鑑を押

してください。私が全てしますから。 

 

あのー、幾らかかりますか？ 

 

（強く）大丈夫ですよ。払えない契

約を私が勧めるわけがないでしょう。

ここに名前を、ここには年金と書い

てください。それから年金の入って

くる通帳を見せてください。 

 

正男さんは言われたとおりに契約書

に書き込みました。業者は昭子さん

が持ってきた通帳の預金高を見て・・。 

 

これなら十分払えますよ。もう、高

田さんは何もしなくていいですから

ね。支払いはすべて銀行がしてくれ

ます。 

 

そう言われて300万円の契約をした

のですね。でも、本当に瓦がずれて

その下が腐っているんでしょうか。

それに随分契約を急がせていますが、

信用できる業者だったのですか。 

 

そういえば早く早くと、ばかに急か

された気がします。やっぱり息子に

相談すればよかった・・・。 

 

高田昭子さん 
（以下昭子さん） 

昭子さん 

昭子さん 

昭子さん 

昭子さん 

ナレーター 

ナレーター 

ナレーター 

ナレーター 

屋根工事業者 
（以下業者） 

業者 

業者 

業者 

業者 

業者 

業者 

高田正男さん 
（以下正男さん） 

正男さん 

正男さん 正男さん 

正男さん 

民生委員 

民生委員 
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高田正男さん 
（83歳） 

高田昭子さん 
（80歳） 

民生委員の 
鈴木一郎さん 

屋根工事業者 
（男性販売員） 

ナレーター 

場面設定 

配役 

用意するもの 高田さん自宅 大きな契約書・ぬれて腐った木切れ（描く） 
ナレーター 

ナレーター 

みなさんがこの民生委員の立場だったら、
どのように対応しますか？ 
一緒に考えてみましょう。 



ヘルパー 

ナレーター 

全国消費生活相談員協会　前野春枝・作 

だん つう 

事例 

ヘルパー 

ヘルパー 

ヘルパー 

ヘルパー 

ヘルパー 

5 新しい高級羽毛布団を 
見つけて・・・ 

加藤さん宅で木村さんが掃除機を

かけています。 

 

今日はお天気がいいですね。久しぶ

りにお布団を干しましょうか。あら、

新しいお布団ですか？ 

  

ああそれ？この間来た人が入れていっ

たのよおー。よく覚えていないんだ

けど、しかたないから押入れに入れ

てもらったの。困るのよねえー。 

 

どなたが？このお布団、まだ開けて

ないですね。 

 

知らない人よ。そういえば、いつだっ

たかしら、電話があって500円で布

団のクリーニングに行くと言われた

ような気もするわ。いつものクリー

ニング屋さんかと思ったの。 

 

えっ！クリーニング屋さん？いつのこ

とですか？ 

 

いつだったかしらねえ。何が入って

いるか見てくれる？ 

 

 

そこで、ヘルパーさんは押入れから

布団の包みを取り出しました。 

 

あらら、これは何ですか。お布団だ

けではないですね。奥にもまだあり

ますね。このケットは？まあこれは？

お話を聞かせて！ 

 

加藤さんは、「最近わからないこと

が多いの。よく覚えていないわ」と

言うばかりです。 

 

ここで時間をちょっと巻き戻してみ

ましょう。ある日、販売員が加藤さん

の家を訪ねました。「ふとんを見せて

いただきますね、失礼いたします」と

家に上がります。簡単な機械を持ち込

み、これをクリーニングと言いました。 

 

加藤さん！お布団、だいぶ湿ってい

ますよ、それにダニもいるなー。体

に悪いですよー。丁度いい布団があ

る、ここに来たのも何かの縁、加藤

さんには健康で気持ちのいい睡眠

をとってほしいですよ。長生きして

ほしいからこの布団使ってくださいよ。 

 

 

長生きして！だなんてやさしいのね。

高いんでしょう？ 

 

お母さんのこと、国にいる自分のお

袋のように思えるんですよ。そんな

高い布団は勧めません。月々払えば

大丈夫！ 

 

優しい言葉をかけてくれる販売員。

初めて会った他人とは思えませんで

した。世間話や販売員の身の上話。

加藤さんも久しぶりのおしゃべりで

心地よい時間を過ごしました。こん

なに自分の話を聞いてくれるなんて、

いい人だなと思い、「高級羽毛布団」

を買うことにしました。 

 

布団のことで電話があるから「ハイ

ハイ」と答えればいいですから。ま

たお母さんの顔見に来ますね。 

 

しばらくしてまた販売員が訪ねてき

ました。 

 

お母さん、元気にしていましたか。

失礼します！これからは足元が冷え

るからこの段通を敷いてください。

それから、この間腰が痛いと言って

いましたね、これ遠赤外線といって

腰にいいんですよ。布団の上に敷い

て、寝ているだけで痛みが取れるん

ですから。 

 

高いんでしょう。買えないわよー。 

 

お母さんのうち、古い布団がたくさ

んあるからそれと交換すればいい

ですよ。新しいケットも足しますね。

ここに印鑑だけ押してください。 

 

それもそうね、息子たちが泊まるこ

とも、もうないし、古い布団がいく

つあってもしょうがないわね。 

 

こうして加藤さんは息子ほどの年の、

優しい販売員から次々と商品を購入

しました。 

 

なんだか疲れたわ。 

 

そういえばテーブルの上に封筒があ

りましたね。 

 

封筒？見てくれない？ 

 

じゃ、見せていただきますね。えっ、

一体これなんでしょう。契約書が何

枚もありますよ。高級羽毛布団100

万円、段通30万円、遠赤外線健康マッ

ト10万円、ケット15万円・・・。大変

な金額ですねえ。 

 

あらー、そんなつもりないわ、何と

かしてもらえないかしら。 

 

ナレーター ナレーター 

ナレーター 

ナレーター 

ナレーター 

ナレーター 
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加藤さん 

加藤さん 

ヘルパー 

加藤さん 

加藤さん 

ナレーター 

加藤さん 

加藤さん 

加藤さん 

加藤さん 

加藤さん 

一人暮らしの加藤さん（女性83歳） 

布団販売員（男性30歳代） 

ヘルパーの木村さん 

ナレーター 

場面設定 

配役 

用意するもの 加藤さん自宅 契約書が入った封筒 

みなさんがこのヘルパーの立場だったら、
どのように対応しますか？ 
一緒に考えてみましょう。 

布団販売員 
（以下販売員） 

販売員 

販売員 

販売員 

販売員 



■表4－1 民生委員・児童委員定数の配置基準　 

配置基準 都市の規模 

220～440世帯ごとに1人 東京都区部・指定都市 

170～360世帯ごとに1人 中核市・人口10万人以上の市 

120～280世帯ごとに1人 人口10万人未満の市 

70～200世帯ごとに1人 町村 

4140

4民生委員、ヘルパーの仕事内容と 
高齢者の見守りの留意点 

 

1.民生委員 
 

　 

 

1 民生委員制度の創設
 

民生委員制度は、大正6年の岡山県における済世顧問

制度に始まります。 

大正5年（1916）5月、宮中で開催された地方長官会

議の場で、当時の岡山県知事であった笠井信一氏は、大

正天皇から「県下の貧しい人々の状況はどうか」と御下

問を受けました。笠井知事はすぐに県内の実情を調査し、

悲惨な生活状態にある県民が1割にも達していること

がわかり、日夜研究を重ねた結果、ドイツのエルバーフェ

ルド市の「救貧委員制度」を参考に済世顧問制度を創設

いたしました。 

また、その翌年（大正7年）大阪府の林市蔵知事が夕

刊を売る親娘の貧しい生活を知り、それぞれの地域（方

面）に委員を配置して調査・救済にあたったといわれて

います。これが方面委員制度の始まりです。その後、昭

和11年に交付された方面委員令によって全国的な制度

として広まりました。昭和23年には民生委員法が制定

され、現在の制度の基盤がつくられました。 

2 民生委員の設置と選出 

（1）民生委員は民生委員法（第3条）によって設置が定

められ、都道府県知事の推薦によって厚生労働大

臣がこれを委嘱します。また、民生委員は、児童福

祉法（第12条）によって児童委員を兼ねることとなっ

ています。 

（2）「民生委員・児童委員」※1のなかに児童福祉問題を

専門に担当する主任児童委員※2が厚生労働大臣によっ

て指名されています。 

（3）民生委員・児童委員は、市町村に設置された「民生

委員推薦会」の推薦（都道府県知事の推薦）によっ

て厚生労働大臣が委嘱します。 

（4）民生委員の任期は、3年（民生委員法第10条）となっ

ています。 

（5）民生委員・児童委員定数の配置基準は、市区町村の

規模によって決められます。 

民生委員の主な仕事内容 1

わくわくワークシート 
このページは受講者の人数分コピーし、ロールプレイング実施後に配布して使用することができます。 

グループに分かれて考えた結果を発表してもらったり、時間が足りない場合には、関連資料として配付してもよいでしょう。 

？ ？ 

ロールプレイング実施後に、全員で考えてみましょう！ 

だました業者の 
心理を想像してみましょう。 

だまされた高齢者の 
心理を想像してみましょう。 

仮に、あなたがロールプレイングの 
当事者（民生委員、ヘルパー）だった場合、 
どのような「声かけ」が 
考えられるでしょうか？ 

仮に、あなたがロールプレイングの 
当事者（民生委員、ヘルパー）だった場合、 
どのような「対応」が 
考えられるでしょうか？ 

このようなトラブルが起きないようにするため、日頃から 
気をつけていること（これから気をつけたいこと）を教えてください。 

①個人として ②民生委員、ヘルパーとして ③地域の一員として 
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（6）民生委員・児童委員定数は、平成16年で、229,958

人となっています。 

 

3 民生委員・児童委員の組織
 

民生委員・児童委員の組織を、「民生委員児童委員協

議会※3」、通常「民児協」と呼んでいます。 

これらの組織は、民生委員と児童委員と法令ごとに

規定されていますが、運用上は一体的に開催されてい

ます。これらを「単位民児協」と呼び、全国で約10,160

地域に設置されています。 

「民生委員協議会」は、民生委員法第20条によって規

定されており、市においてはその区域を数区域に分け

た区域ごと、町村にあっては1区域として組織しなけれ

ばならないこととされています。また、「児童委員協議会」

は、「児童委員活動要領」によって規定されています。

設置については、民生委員協議会ごとに組織すること

になっています。 

各民児協には、互選によって選ばれた代表者（会長）

がいて、毎月1回以上定例会議を開いています。 

そのほか連合組織として市区町村ごと、都道府県・指

定都市ごと、全国（全国民生委員児童委員連合会、通称

「全民児連」）のネットワークを構成しています。 

 

　 
4 民生委員・児童委員の職務 

民生委員・児童委員は、「常に住民の立場に立って」相

談に応じ、及び必要な援助を行い、もって社会福祉の増

進に努め（民生委員法第3条）、次の職務を行うことと規

定されています（民生委員法第14条）。 

①生活状態の把握 

民生委員・児童委員は、その担当区域内の実情を掌

握することによって、住民に対して適切な相談・援助

を行うことができます。そのため、日頃から住民の生

活状態を把握をするとともに、援助を必要とする人

の情報を収集するなどして緊急の場合に備えておき

ます。勿論、調査にあたっては、個人の人権尊重と個

人情報保護の観点からプライバシーを侵害すること

のないよう配慮して行動します。 

②相談・援助活動 

援助を必要とする者が、その有する能力に応じ、自

立した日常生活を営むことができるように生活に関

する相談に応じ、助言その他の援助を行います。さら

に物的援助のみならず、精神的な援助をも含む幅の

広い活動を行っています。 

③福祉サービスの利用援助（情報提供） 

かつての福祉サービスは、行政の措置として提供

されていましたが、近年、多くの福祉サービスが利用

制度、すなわち利用者が施設を選択し、契約を締結し

て利用する仕組みになりました。福祉サービスを利

用しようとする人々が、そのサービス内容などにつ

いて理解し、事業者等を選択できるようにするため

の情報を提供することが民生委員・児童委員の大切

な役割です。 

④社会福祉事業経営者、福祉活動を行う者との連携・支援 

民生委員法は、「社会福祉を目的とする事業を経営

する者又は社会福祉に関する活動を行う者と密接に

連携し、その事業又は活動を支援すること」と規定し

ています。そのために民生委員・児童委員は、日頃か

らこれらの事業者や福祉活動を行う者に関する情報

を把握し、三者間の連携や支援体制を構築するよう

努力しています。 

⑤行政機関業務への協力 

民生委員・児童委員は、福祉事務所をはじめ児童相

談所、身体障害者更生相談所、知的障害者更生相談所、

婦人相談所、保健所、公共職業安定所、一般職業訓練

所及び身体障害者職業訓練所、家庭裁判所、学校、社

会保険事務所などの関係行政機関への協力がその職

務となっています。当然、ここでいう協力業務は、そ

れぞれの関係行政機関が行うすべての業務のうち、

社会福祉に関するものに限られます。 

⑥住民の福祉を増進するための活動 

地域福祉の担い手として、ボランティア活動の推

進や地域の福祉課題に対して住民の理解を求める活

動など、地域福祉の増進を図る活動を行っています。 

 
※3 民生委員法上の名称は、「民生委員協議会」ですが、一般的に児童委員を

含めて「民生委員児童委員協議会」、通称「民児協」といっています。 

■図4－2 民生委員児童委員協議会組織図　 

全民児連 

都道府県指定都市民児協 

町村民児協 
（単位民事協） 

市民児協 

単位民児協 

単位民児協 

単位民児協 

※1 一般的に「民生委員」は、「民生委員・児童委員」あるいは「民生児童委員」
と表記し、「民生委員」のみ「児童委員」のみと区分けして使用すること
は法文上あるいは研修会など対象と内容を特定した場合以外はあまり使
いません。 

※2 平成6年1月より設置されました。 

■図4－1 民生委員の定数の推移　 

昭和46年 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000
（人） 

昭和55年 

平成元年 

平成10年 

平成16年 

134,991

169,161

184,321

216,824

229,958
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1 活動の延長線上にあることを理解してもらう 

民生委員は日頃から４．民生委員・児童委員の職務で

紹介した①～⑥の活動を行っています。民生委員の中

には、高齢者のトラブルに気づいた場合に消費生活セ

ンターにつないだり、クーリング・オフの助言等の対応

を行っている方もいます。 

高齢者の消費者トラブルへの対応に関してさらに理

解を深めていただき、引き続き見守りと対応をお願い

するようにしましょう。また、これまで高齢者の消費者

トラブルについてあまりご存知でない方には、この講

座を機会に、引き続き情報収集をお願いするようにし

ましょう。 

 
2 民生委員はボランティアで活動している 

後述のヘルパー、ケアマネジャーとは異なり、民生委

員の活動は無報酬のボランティアです。ヘルパー、ケア

マネジャーと違って時間的制約が少ないとはいえ、新

たにお願いする場合もありますから、大きく負担が増

えるような依頼の仕方は避けましょう。 

一人で解決するのではなく、問題に気づいた時点で

消費生活センターにつないで欲しい旨を伝え、地域全

体での高齢者の見守りを推進するための協力依頼であ

ることを確認しましょう。 

 
3 地域ネットワーク活用の重要性 

民生委員は地域住民から選出されており、地域の事

情に通じています。高齢者の消費者トラブルについても、

地域の様々な活動やネットワークを活用して情報収集

をお願いするようにしましょう（教材事例①では、地域

住民からの情報収集をもとに高齢者宅を訪問し、悪質

住宅リフォームを防いだ事例が掲載されています）。 

また、地域のリーダー的な存在でもあるため、民生委

員を通じて住民に「声かけ」を行い、地域全体で消費者

トラブルを防ぐ体制を作るように協力依頼することも

重要です。問題の発見だけでなく、地域全体で未然防止

のための活動を行うことが、本問題の根本的な解決方

法の一つであることも理解しておきましょう。 

 

参考文献 
1 全国民生委員児童委員連合会編 
 「新任民生委員・児童委員の活動推進の手引き」全国社会福祉協議会刊2005 

2 全国民生委員児童委員連合会編 
 「民生委員児童委員必携第50集」全国社会福祉協議会刊2005 

3 社会福祉の動向編集委員会編 
 「社会福祉の動向2006」中央法規刊2006

高齢者の見守りの留意点 2

民生委員・児童委員には、3つの「基本的性格」と3つ

の「基本姿勢」そして3つの「活動の原則」があります。

いずれも民生委員・児童委員を理解するうえで欠かせな

いものです。 

【１】民生委員・児童委員の基本的性格 

①常に住民の立場に立って自発的・自主的な活動を行う

「自主性」 

②地域住民に対して誠意と連帯感をもって、謙虚に無報

酬で活動を行う「奉仕性」 

③一定の地域を活動区域とする「地域性」 

【2】民生委員・児童委員の基本姿勢 

①民生委員・児童委員は、社会全体に対する奉仕の精

神をもって、社会福祉の増進に努める無報酬のボランティ

アです（社会奉仕の精神）。 

②個人の基本的人権を尊重することは、憲法の求めると

ころであり、民生委員・児童委員の活動においても身

上に関する秘密を守り、人種、信条、性別、社会的身分

などによる差別的、優先的な取り扱いはしません（基本

的人権の尊重）。 

③民生委員法第16条によって、その職務上の地位を政

党または政治目的のために利用してはならないことになっ

ています（政党・政治目的への地位利用の禁止）。 

【3】民生委員・児童委員活動の原則 

①「住民性の原則」：自らも地域住民の一員である民生

委員・児童委員は、住民にもっとも身近なところで、住民

の立場に立った活動を行います。 

②「継続性の原則」：福祉問題の解決は、時間をかけて

行うことが必要です。例えば改選で民生委員・児童委

員の交替が行われた場合でも、その活動は必ず後任

者に引き継がれ、継続した活動が行われます。 

③「包括・総合性の原則」：個々の福祉問題の解決や地

域社会の福祉課題への対応も包括的・総合的な視点

に立って活動を行います。 

民生委員・児童委員の役割 

民生委員・児童委員の活動からそ

の特徴的な「はたらき」を分類する

と次のような7つに分けることがで

きます。 

①社会調査のはたらき 

担当区域内の住民の実態や福祉

需要を日常的に把握します。 

②相談のはたらき 

地域住民がかかえる問題について、

相手の立場に立ち、親身になって

相談にのります。 

③情報提供のはたらき 

社会福祉の制度やサービスにつ

いて、その内容や情報を住民に的

確に提供します。 

④連絡通報のはたらき 

住民が個々の福祉需要に応じた

福祉サービスが得られるよう関係

行政機関、施設、団体等に連絡し、

必要な対応を促すパイプの役割

をつとめます。 

 

⑤調整のはたらき 

住民の福祉需要に対応し、適切な

サービスの提供が図れるように支

援します。 

⑥生活支援のはたらき 

住民の求める生活支援を自ら行う

と同時に支援体制を確立させます。 

⑦意見具申のはたらき 

活動を通じて得た問題点や改善

策についてとりまとめ、必要に応

じて民児協を通して関係機関な

どに意見を提起します。 

民生委員・児童委員7つの「はたらき」 



2.ヘルパー 

市区町村による要介護認定により要支援ま

たは要介護の認定を受けます（非該当の場

合は介護保険サービスを利用できません）。 

 

ケアマネジャーと相談して、生活上の課題、

目標、サービス内容や利用する事業所など

を記載した居宅サービス計画（以下、ケアプ

ラン）を作成します（平成18年4月以降に要

支援1か要支援2の認定を受けた人は、地域

包括支援センターに相談をします）。 

 

ケアプランに基づいて、ケアマネジャーを

通じて訪問介護事業所にヘルパーの派遣を

依頼します。 

 

事業所のサービス提供責任者と相談して訪

問介護計画書（具体的な援助の目標や内容

を定めたもの）を作成して、それに基づきヘ

ルパーの派遣を受けます。 

1

2

3

4
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　1　ヘルパーの主な仕事内容 
 　 

1 介護保険制度とヘルパーについて 

ヘルパーは利用者の自宅を訪問して身体介護や家事

援助などの生活支援を行う職種です。ここでは高齢者

の消費者トラブルを防ぐことを目的としており、高齢

者が利用するヘルパーのほとんどが介護保険によるも

のですので、以下においては主に介護保険におけるヘ

ルパー（いわゆるホームヘルパー）について説明をします。 

 

 

 

 

 

介護保険におけるヘルパーの役割とそれを利用する

高齢者を理解するために、まず介護保険でヘルパーを

利用する仕組みを知っておきましょう。介護保険でサー

ビスを利用するには、一般的に右記の手続きが必要です。 

このように、介護保険でヘルパーが行う援助内容は、

利用者とヘルパーで自由に決めるのではなく、必ずケ

アマネジャーと相談して決めなければなりません。 

　 
2 ヘルパーの実態について 
　（資格、勤務形態など） 

ヘルパーとして働いている人は介護の専門職として

の一定の資格を持っています。介護福祉士は、「一定の

養成施設を卒業」または「3年以上の実務経験を経て

国家試験に合格」により資格取得ができます。ホーム

ヘルパー資格には1～3級がありますが、大部分は2級

資格者です。2級は130時間（実習含む）の講習を修了

することで資格取得ができます。 

ヘルパーの勤務形態としては、常勤、パートタイム、

非定型的パートタイムの三種類に大別されます。常勤

とパートタイムは１日所定の時間を勤務しますが、非

定型的パートタイムは一定期間ごとに作成される勤務

表により訪問業務がある時間だけ働く勤務形態であり、

多くの場合、自宅と利用者宅の直行直帰が可能で勤務

の度に事業所に出勤する必要がありません。非定型的パー

トタイムのヘルパー（一般に「登録型ヘルパー」と呼

ばれています）は勤務や収入が不安定ですが、自分の

生活に合わせて勤務時間を調整しやすい面があります。

勤務形態に差が大きいということは、仕事の持つ意味

や職業意識も人により様々であると言えるでしょう。 

ヘルパーの年齢層は20代から60代まで幅広く、年

代による特性の違いも見られます。年齢が若い世代の

場合は、高齢者との年齢の隔たりが大きいため、高齢

者の心情や生活習慣に共感的な理解をしにくい側面が

あります。一方、年齢が高い世代は、人生経験が豊富

なため、自らの価値観で高齢者を捉えがちな面もあり

ます。それぞれの年代の特性を考慮して説明を行うと

よいでしょう。 

※一口にヘルパーと言っても実際には様々な制度や仕組み（介

護保険、障害者支援費、企業やNPO等による有償サービス、

個人契約の家政婦など）の中で働いています。介護保険以外

の場合については、ケアマネジャーの制度はありませんが

基本的な対応方法は同じです 

■表4－2 介護保険サービス利用の手続き　 



※消費者トラブルの発見には、　 の安否確認や　 の援助業務の際にヘルパー
が十分意識して利用者の様子や生活環境の変化を観察することが役立ち
ます。 

計画で予定されている日時に利用者宅を訪問して、
利用者の健康状態や生活状況に変化がないか確
認します（安否確認） 

1

連絡ノート（家族、他のヘルパー、あるいは他のサー
ビスのスタッフとの情報交換用）がある場合には、
事前に目を通して最近の状況を確認します。 

2

訪問介護計画書に定められている援助を実施し
ます。援助業務を行いながら、利用者の健康状態
や生活状況に変化がないか確認します。 

3

援助終了後に連絡ノートや訪問介護記録に当日
の記録を記入します（記録の記入までが訪問業
務時間に含まれます）。 

4

訪問介護記録を事業所のサービス提供責任者に
提出して業務報告をします。 

5

1 3
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3 ヘルパーの日常業務 

一般的なヘルパーの業務の流れを以下に示します。 

 

　　 
4 事業所（サービス提供責任者）の役割 

ヘルパーの所属する事業所（訪問介護事業所）には必

ずサービス提供責任者という職種が配置されることが

義務付けられています。サービス提供責任者は、介護福

祉士、ヘルパー1級、または実務経験3年以上のヘルパー

2級でなければなりません。サービス提供責任者の役割

は、利用者やケアマネジャーとの連絡調整、訪問介護計

画の作成、ヘルパーに対する業務指示や指導育成など、

訪問介護事業の運営全般にわたります。業務の性格上、

サービス提供責任者は一般のヘルパーよりも事務所で

のデスクワーク（事務処理や連絡調整）が多くなります。 

ヘルパーの訪問中に発見した消費者トラブルに関す

る事項については、事業所の責任でサービスを提供し

ている時間の中で発生したことであり、事業所として

看過するわけにはいきません。また、問題への対応につ

いては、ヘルパー個人では時間的に対応できない場合

が多いので、基本的に事業所（サービス提供責任者）が

対応することが適当です。ただし、利用者の生活全体に

関わる相談援助はケアマネジャーの役割ですので、サー

ビス提供責任者はできる範囲の状況確認をしたうえで、

速やかにケアマネジャーに報告・相談することが必要

です。 

高齢者やその家族との面接などを通じて、心身や生活
環境の状況を把握します。 

1

利用者毎に毎月のサービス利用実績を確認して、国民
健康保険団体連合会へ報告をします。 

5

解決すべき課題、目標、利用するサービス内容などを
記載した介護サービス計画（ケアプラン）の原案を作
成します。 

2

本人、家族、サービス提供事業者、主治医などの関係
者とサービス担当者会議を開催し、意見交換をしてケ
アプランを決定します。 

3

最低月１回は利用者宅を訪問して生活状況やサービス
利用状況を把握して、必要に応じてサービス提供事業
所との連絡調整を行います。 

4

ケアマネジャー（介護保険制度上の名称は

介護支援専門員）の資格は、5年以上の実務経

験を持つ保健・医療・福祉の資格者（医師、歯科

医師、薬剤師、保健師、看護師、社会福祉士、介

護福祉士）が試験と実務講習を経て得られる

資格です。ケアマネジャーは、高齢者が介護保

険サービス等を利用する際に相談・連絡・調整・

居宅介護サービス計画作成などの大変重要な

役割があり、介護保険の要と言える職種です。

要介護認定を受けた高齢者は、ケアマネジャー

の所属する介護支援事業所を選択して、サービ

ス利用の相談をします。 

一般的なケアマネジャーの業務の流れを右

に示します。 

ケアマネジャー（介護支援専門員）の役割 参考 
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5高齢者の 
福祉施策について 

　 
1 高齢者福祉の現状 

高齢者福祉（在宅サービスと特別養護老人ホーム等

の施設サービス）・高齢者の保健・医療の3つを一体的

に提供して、高齢者の介護を社会全体で支えようとす

る介護保険制度が2000年にスタートしました。介護保

険制度は、身近な市町村を保険者とし、「利用者本位」「高

齢者の自立支援」「利用者による選択（自己決定）」を基

本理念としています。 

制度が開始されて5年が経過しようとしている現在、

急速に進む高齢化への対応と制度の長期的な安定、さ

らに広範囲な社会保障の総合化を目指して、介護保険

制度の大きな改革が進んでいます。 

 
2 介護保険制度の基本的な仕組み 

介護保険制度は、民間事業者を含めた多くの種類の

介護サービスを用意して、高齢者一人一人の生活に必

要な支援を契約によって提供する仕組みです。この制

度を利用するために、介護サービスを適切に利用する

相談役としてケアマネジャー（介護支援専門員）とまず

契約します。そして担当になったケアマネジャーは、高

齢者に必要な在宅サービスや施設サービスを選んで組

み合わせ、サービスを提供する事業者との仲介をします。 

介護保険サービスを利用する高齢者は、介護の必要

性によって、一番軽い「要支援1」「要支援2」「要介護1」

から一番多くの介護を必要とする「要介護5」までの7

段階（2006年4月以降）に分けられています。 

 
3 予防に重点を移した改革 

介護保険制度がスタートしてから5年、制度の問題点

や課題に対応するために大幅な見直しが行われています。

改革の主な柱は①予防を重視する②施設での食費や居

住費は自分で払う③それぞれの地域に合ったサービス

を作る④サービスの質を良くする、等です。 

特に予防を重視するために、介護を必要とする状態

になる前の段階の高齢者に対して、介護予防サービス

を提供することになっています。 

 
4 地域包括支援センター 

介護保険制度の改革を担う中心的な機関が、地域包

括支援センターです。 

地域包括支援センターは、地域の高齢者の困りごと

相談に対応する総合相談機能、虐待対応等の高齢者の

権利を擁護する機能、介護予防サービスの中心機能等
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　2　高齢者の見守りの留意点 
 　 

1 ヘルパーの気づきが 
　被害者を救う第一歩

 

ヘルパーは利用者の家の中の変化に気づくことがで

きる数少ない存在であることを自覚してもらうことが

重要です。ケアマネジャーや民生委員は、ヘルパーのよ

うに頻繁に訪問しているわけではありませんし、家の

中の様子を知る機会も多くありません。ヘルパーは掃

除や片付けなどの援助を行う際に、契約書や請求書な

どいつもと異なるちょっとした変化に気づくチャンス

がたくさんあります。「あら、これは何かしら？」と気

づいたときには、さりげなく利用者に声をかけて確認

をしてもらうとよいでしょう。ヘルパーの方々には、善

意のボランティア意識で「利用者の生活を守る」よう気

にかけていただくことが大切です。 

 
2 ヘルパー、事業所の役割

 

これらの方々は民生委員と異なり、仕事内容に応じ

てそれぞれ役割があるといえます。事業所のスタッフ

であるヘルパーは気がついたら、まずは事業所に報告し、

事業所はケアマネジャーに橋渡しをし、さらにケアマ

ネジャーは相談窓口へのつなぎをする、といった役割

に応じた流れを基本的に尊重することが大切です。 

万一、ヘルパー個人で判断した行動がトラブルを拡

大してしまった場合には、結果的に利用者や事業所に

迷惑をかけてしまうことも考えられます。ヘルパーの

中には「自分の力で高齢者に少しでも喜んでもらいたい」

という思いで仕事をされている方が少なくないと思い

ますが、たとえ善意であっても個人で判断して行動を

せず、まず事業所のサービス担当責任者に報告と相談

をすることが大切です。ヘルパーの役割は問題の発見

と事業所への報告が主であり、必ずしも時間をかけて

問題解決をしなくてもよいことを理解してもらうとよ

いでしょう。 

 
3 消費者トラブルは 
　高齢者の生活を脅かす重要な問題 

ヘルパーの中には「消費者トラブルに関することは

介護とは関係ないので介護保険のヘルパーの仕事では

ないのではないか」と考える人もいると思われます。確

かに消費者トラブルに関する事項はケアプランや訪問

介護計画には記載されていない場合がほとんどですが、

一般的な安否確認・相談助言の一部として理解と協力

を得ることが大切です。消費者トラブルの問題は、高齢

者の在宅生活の継続をおびやかす重要な問題であり、

問題の発見・対応は、社会の一員として良識的な行動で

あることを理解してもらうようにしましょう。 
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を担っています。 

従って、高齢者の消費者トラブルに関する相談も、そ

の高齢者に認知症が疑われる場合や他の福祉サービス

が必要な場合等、問題が重複している場合には、地域包

括支援センターに相談することが適切です。 

ただし、地域包括支援センターは最終的には人口1万

5千人～3万人に1ヵ所という配置を目指していますが、

地域によっては今後数年をかけて徐々に設置されてい

く場合もあります。また、高齢者の消費者トラブルに関

わる相談に対して、地域包括支援センターと消費生活

センター等との連携方法は、地域の特性に応じて様々

な形が考えられます。 

 
5 行政の役割 

これまでの高齢者に対する施策では、医療・保健・福

祉それぞれの行政領域がばらばらに事業・サービスを

提供してきました。しかし、今後はこれら3つの領域が

連携して一体的な事業・サービスを提供することを目

指します。また、地域包括支援センターに代表されるよ

うな高齢者の権利擁護という新たな業務の責任機関も

市町村であることが改めて確認されています。ですから、

これまで地域の高齢者を支援していた保健所、福祉事

務所、在宅介護支援センター、基幹型介護支援センター、

老人福祉センター等の行政機関が、地域包括支援センター

との連携の中で今後どのような役割を担っていくのか、

それぞれの地域で確認をしておく必要があります。 

 
6 高齢者の判断能力が低下した場合の対応 

介護保険制度のもう一つの特徴は、自分に必要な介

護等の支援サービスを、個々のサービスを提供する事

業者と高齢者ご本人とが契約するという点です。従っ

て介護サービスを利用する高齢者は、契約書を理解し

た上で自分の意思で契約書にサインをすることや、サー

ビスの利用料の支払いを行う等の行為が求められます。

ところが、認知症等によって、判断能力が低下してしまっ

た高齢者には、このような契約書を理解したり、自分の

意思をまとめること、金銭管理等が困難になってしま

う場合があります。このような状態になった高齢者で

も家族・親族が支援してくれている場合には、契約等を

家族・親族が代行することで介護サービスを利用でき

る場合もあります。しかし、身寄りがない一人暮らしの

高齢者の方が、認知症等で契約をする能力が衰えてしまっ

た場合には、必要な介護サービスが滞ってしまう心配

が出てきます。 

 
7 成年後見制度 

認知症等によって判断能力が低下したり、契約に必

要な能力が低下した高齢者を支援する制度が成年後見

制度です。この制度は大きく法定後見と任意後見に分

かれています。 

法定後見は、高齢者等の判断能力低下の程度を軽い

方から「補助」「保佐」「後見」の3つの類型に分けて、本

人が自分で判断できる部分を尊重しながら、必要な支

援をしていく制度です。4親等内の親族等が家庭裁判所

に申し立てを行い、家庭裁判所が本人の判断能力の程

度や支援の必要性に応じて補助人、保佐人、後見人（以

後、後見人等と記す）を選任します。身寄りがなく申立

人がいない場合、市町村長が申し立てることができます。

後見人等は、本人を代理して契約をしたり、本人が契約

をするのに同意を与えたり、本人が同意を得ずにした

契約を取り消したりすることによって、本人の保護・支

援を行います。 

任意後見は、高齢者本人が判断能力が十分ある間に、

自分が選んだ信頼のおける人と公正証書による契約を

結んで、自分が将来、認知症等によって判断能力が低下

した場合に任意後見人として支援をしてくれるように

予め依頼する制度です。 

成年後見制度を活用することによって、消費者トラ

ブルへの対応は、本人に代わって後見人等が行うこと

ができます。 

 
8 地域福祉権利擁護事業 

成年後見制度とは別に、判断能力が低下してきたが、

周囲の支援があればまだ自分で大切なことは決められ

るという高齢者を支援する制度として、地域福祉権利

擁護事業があります。この事業の担い手は、各地域の社

会福祉協議会です。認知症等で判断能力に不安が出て

きた高齢者が、社会福祉協議会と契約をして、有償で日

常の金銭管理や介護サービス等、福祉サービス利用の

支援をしてもらう方法です。この事業を利用するため

には、高齢者自身がこの制度をある程度理解した上で、

契約したいという意思表示をする必要があります。また、

一旦契約した後、その高齢者の認知症等が進んで、地

域福祉権利擁護事業の契約内容を理解することが困難

になった場合には、速やかに成年後見制度等の適切な支

援方法に切り替える必要があります。 

地域福祉権利擁護事業の利用によって、日常の金銭

管理や預金通帳の保管、郵便物のチェック等を本人か

ら社会福祉協議会に依頼することができるので、訪問

販売への支払いや督促状等を早期に発見して対応でき

るという利点があります。 

補 
助 

保 佐 

後 見 

行政の役割
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消費者政策について 
参　考 

 
9 「高齢者虐待の防止、 
高齢者の養護者に対する 
支援等に関する法律」と消費者被害

 

高齢者福祉の施策と消費者トラブル対応をつなぐも

う一つの大きな掛け橋は、平成18年4月施行の「高齢者

虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法

律」（以下、虐待防止法と記す）です。虐待防止法の中で

は高齢者虐待の定義は、親族及び介護保険施設の職員に

よる虐待が中心となっていて、高齢者の消費者被害は虐

待の定義から外れています。しかし、雑則（27条、28条）

の中に、…高齢者の親族又は養介護施設従事者等以外の

者が不当に財産上の利益を得る目的で高齢者と行う取

引による高齢者の被害…と定義して、市町村の適切な対

応の必要性が記されています。虐待防止法の中で成年後

見制度等へ適切につなぐ責任が自治体にあることが明

記されているのです。従って、明らかな高齢者の消費者

被害に気づいた人は、その事実を適切な相談機関に相談

する等の（虐待の場合のような通報義務は定められてい

ないものの、それに準じた）対応を行うことが重要になっ

てきます。 

 
10 今後の高齢者福祉施策 

介護保険制度は、それまで家族が中心になって担っ

てきた高齢者の介護を、核家族の増加などで弱体化し

た家族機能に代わり、社会が介護を担うための仕組み

です。しかし、介護の担い手は、それまでの福祉サービ

スのように行政が中心となるのではなく、民間の介護

事業者がその中心となっています。 

また、一人暮らしの高齢者が犯罪に巻き込まれた場

合や、老化が進んで介護が必要な状態になった場合等に、

高齢者を適切な相談機関や支援の仕組みにつないでく

れる、見守り・発見の役割の重要性も明らかになってき

ました。これを担うのは民生委員や近隣の一般市民を

含めたコミュニティであることが望ましいのです。こ

のため各地域では、高齢者の生活を見守る住民のネッ

トワークが充実してきています。 

判断能力が低下した高齢者には地域福祉権利擁護事

業の利用をすすめたり、さらに身寄りがない場合には、

速やかに成年後見制度につないで、高齢者の大切な財

産を守り、適切な医療や福祉を利用するための選択や

契約の代行を行う等の役割を担う後見人の力を借りる

必要があります。 

このように、今後の高齢者福祉施策は、行政、一般市

民、市民のネットワーク組織、介護事業者、成年後見人

等が連携して、それぞれの役割を果たすことが重要な

のです。ですから、消費者トラブルにあった高齢者を支

援する場合、地域の高齢者福祉施策の中で自分がどの

ような役割を担い、そこで何をすればいいのか、を常に

意識することが重要です。 

1.消費者基本法 
1.「消費者保護基本法」から「消費者基本法」へ 

国民生活審議会消費者政策部会においては、2002年6月よ

り「21世紀型消費者政策の在り方」につき議論を開始しました。

これは、1968年の消費者保護基本法制定以降の経済社会の

大きな変化を踏まえ、消費者政策の基本的な考え方や施策の

内容を抜本的に見直し、21世紀にふさわしい消費者政策として

再構築することが不可欠であるとの認識を受けたものです。 

このような認識に基づき、21世紀にふさわしい消費者政策の

グランドデザインを提示することを目指し、国民生活審議会消費

者政策部会での議論が行われ、2003年5月に国民生活審議会

消費者政策部会報告「21世紀型消費者政策の在り方について」

として取りまとめられました。 

同報告書では、消費者の位置づけの転換、消費者の権利を

位置づけることが必要とされ、これを踏まえ、①消費者政策の理

念を明確化、②行政・事業者の責務と消費者の役割を明確化、

③施策に関する規定を充実、④苦情処理体制の明確化と裁

判外紛争解決の位置付け、⑤行政の推進体制の充実・強化を

はじめとして消費者保護基本法の総合的な見直しが提言され

ました。 

この提言を踏まえ、消費者保護基本法の改正機運が高まり、

各政党においても消費者保護基本法の見直しが議論されまし

た。そして、2004年通常国会において、議員立法により同法が

抜本的に改正され、「消費者基本法」として2004年5月26日に

成立、同年6月2日に公布・施行されました。 

 

2.法律の概要 

主な改正事項は以下のとおりです。 

（1）基本理念の新設 

消費者が安全で安心できる消費生活を送れるようにするた

めには、消費生活における基本的な需要が満たされ、健全な環

境の中で消費生活を営むことができる中で、 

・安全の確保 

・選択の機会の確保 

・必要な情報の提供 

・教育の機会の確保 

・意見の反映 

・被害の救済 

がまずもって重要であり、これらを「消費者の権利」として位

置づけています。 

そして、「消費者の権利の尊重」と「消費者の自立の支援」

を消費者政策の基本とすること等が規定されました。 

（2）事業者の責務等の拡充 

①事業者については、従来の規定に加えて、 

・消費者の安全及び消費者との取引における公正の確保 

・消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供すること 

・消費者との取引に際して、消費者の知識、経験及び財産

の状況等に配慮すること（適合性原則）等 

を責務とするとともに、環境の保全への配慮、自主行動基

準の策定等による消費者の信頼の確保に努めることが規

定されました。 

②消費者については、自ら進んで、消費生活に関し必要な知

識を修得し、必要な情報を収集する等自主的かつ合理的

に行動するよう努める旨が規定されました。これに加え、消

費生活における環境の保全への配慮、知的財産権等の

適正な保護に配慮するよう努めなければならない旨が規

定されました。 

③また、今回の改正により事業者団体及び消費者団体に関

する規定が新設されました。事業者団体は、事業者と消費

者との間に生じた苦情処理の体制整備、事業者自らがそ

の事業活動に関し遵守すべき基準の作成の支援その他

の消費者の信頼を確保するための自主的な活動に努める

一方、消費者団体は、情報の収集・提供、意見の表明、消

費者に対する啓発・教育、消費者被害の防止・救済等、消

費生活の安定・向上を図るための健全かつ自主的な活動

に努める旨が規定されました。 

（3）基本的施策の充実・強化 

・安全確保の強化（危険な商品の回収、危険・危害情報の

収集・提供の促進） 

・消費者契約の適正化の新設（契約締結時の情報提供や

勧誘の適正化等） 

・消費者教育の充実（学校、地域、家庭、職域など様 な々場

を通じた消費者教育の実施） 

・苦情処理及び紛争解決の促進の充実（都道府県・市町

村がともに苦情処理のあっせんを実施等） 

等の改正が行われました。 

（4）消費者政策の推進体制の強化 

・消費者政策を計画的・一体的に推進するために、消費者
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基本計画を策定 

・従来の「消費者保護会議」が「消費者政策会議」へと改組 

・国民生活センターは、情報提供等の中核的機関として積

極的役割を果たすこと等が規定されました。 

また、施行後5年を目途として、消費者政策の在り方につ

いて検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が

講ぜられることになっています。 

 
 
2.消費者政策の推進体制 
 

 

1.国の体制 

（1）消費者政策会議 

消費者基本法の制定に伴い、従来の「消費者保護会議」が「消

費者政策会議」へと改組され、新たに消費者基本計画の案の作

成を行うとともに、消費者政策の実効性を確保するため、消費者

政策の実施状況を検証・評価・監視することが規定されました。同

会議は、内閣総理大臣を会長として、全閣僚及び公正取引委員

会委員長によって構成されています。また、同会議の下部機関と

して、全省庁等の事務次官等によって構成される幹事会が置か

れています。 

さらに、消費者問題への迅速かつ的確な対応を図る観点から、

消費者政策会議の所掌事務のうち特定事項に関する審議等を

機動的に行うため、消費者政策会議の委員のうち、特定事項に関

係する委員のみから構成される「消費者政策会議関係委員会議」

も設置されています。 

（2）国民生活審議会 

一般消費者の保護等、国民生活の安定及び向上に関する政

策の重要事項について調査・審議し、並びにこれらの事項につき

内閣総理大臣又は関係各大臣に意見を述べるため、消費者基

本法及び内閣府設置法に基づき、国民生活審議会が設置されて

います。 

同審議会においては、1965年に発足して以来、消費者政策の

重要な課題に関し調査・審議が行われ、各種の提言がなされてき

ています。 

（3）内閣府・各省庁 

内閣府は、消費者政策に関する基本的な施策の総合調整を

行うとともに、国民生活審議会及び消費者政策会議の庶務を担

当しています。また、各省庁が個別具体的な施策の実施を担当し

ています。さらに、関係各省庁の担当課長をメンバーとした消費者

政策担当課長会議が、消費者政策会議幹事会決定（2004年9月

9日）により設置され、消費者政策の推進等について関係省庁間

の密接な連絡、情報交換、協議等が行われています。 

 

2.地方公共団体の体制／消費生活センター 

地方公共団体は、国の施策に準じ、また当該地域の社会的、経

済的状況に応じて施策を講じています。 

（1）都道府県の実施体制 

消費者政策の専管課・係等は、1972年までに全ての都道府県

に設置されています。 

（2）市町村等の実施体制 

消費者政策を事務分掌化している市町村等は、下表のとおり

2,554団体、また、消費者政策の専管課・係等を設置している市町

村等は、571団体となっています。 

（3）消費生活条例の制定 

消費生活条例は、現在、多くの都道府県等で制定されており、

地方公共団体が消費者政策を実施する場合の基本的な枠組を

定めると同時に、消費者の権利・役割、事業者及び行政の責務を

明らかにしています。 

（4）消費生活センター 

消費生活センターは、都道府県、市町村の行政機関であり、国

民生活センター等と連携を保ちつつ、消費者への情報提供、苦情

処理、商品テスト等の消費者行政の実施にあたっています。消費

生活センターは、地方公共団体が条例等によって独自に設置する

ものであることから、その名称も消費者センター・生活科学センター・

県民生活センター等といろいろなものがあり、また、その規模も地域

の実情に応じて様々です。 

 

 

3.国民生活センター 

国民生活センターは、国民生活の安定及び向上に寄与するた

め、総合的見地から国民生活に関する情報の提供及び調査・研

究を行うことを目的とする特殊法人として、1970年10月に設立され

ました。 

2003年10月には独立行政法人へ移行し、独立行政法人国民

生活センターとして新たなスタートを切るとともに次に挙げる各事

業を行っています。また、2004年6月に公布・施行された消費者基

本法において、情報の収集・提供、消費者苦情の処理、消費者に

対する啓発・教育等における中核的な機関としての役割が明記さ

れました。 

（1）広報交流 

（2）情報分析 

（3）消費生活相談 

（4）調査研究 

（5）商品テスト 

（6）教育研修 

※「ハンドブック消費者2005」（内閣府国民生活局）より 
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（2005年4月1日現在） 

設置主体 センター数 
 
都道府県 165 
 
政令指定都市 20 
 
その他の市・特別区 324 
 
町 15 
 
合計 524

（注） 1.2004年4月1日現在  2.（　）内は市町村等数に対するパーセンテージ 
 3.事務分掌化とは、行政組織規則等で行政分野を分掌事務として明確に規定していることをいう。 

区分 
 
 
市・特別区 
 
 
町村 
 
 
合計 

（単位：団体数・％） 

市町村等数 事務分掌化 専管課・ 
係等設置 

718 
 
 

2,397 
 
 

3,115 
 
 

697 
（97.1） 

 
1,857 
（77.5） 

 
2,554 
（82.0） 

299 
（41.6） 

 
272 

（11.3） 
 

571 
（18.3） 
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【消費者基本法】第27条、28条 

意見 

意見 

国民生活センター 
（情報提供、教育研修、 
商品テスト、苦情処理） 

消費生活センター 
（商品テスト、苦情処理等） 

都道府県 
（主に専門的・広域的な 
苦情処理等のあっせん） 

市町村 
（苦情処理等のあっせん） 

事業者（事業者団体） 消費者（消費者団体） 

OECD／ 
消費者政策委員会 

国民生活審議会 
（基本的事項の調査・審議） 
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（総合調整） 

各省庁 
（個別施策の実施） 
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